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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　リーン車両であって、
　前記リーン車両の左右方向の右方に旋回する時に右方に傾斜し、左方に旋回する時に左
方に傾斜する車体フレームと、
　前記車体フレームの左右方向に並べて配置された右車輪および左車輪と、
　前記車体フレームに対して回転可能に支持され、前記右車輪および前記左車輪を支持す
るアームを含むリンク機構であって、前記アームを前記車体フレームに対して回転させる
ことにより、前記右車輪および前記左車輪の前記車体フレームに対する上下方向の相対位
置を変更して前記車体フレームを前記リーン車両の左右方向に傾斜させるリンク機構と、
　前記車体フレームに対する前記右車輪および前記左車輪の動きを緩衝する緩衝装置と、
　前記車体フレームに対する前記アームの回転を調整するアクチュエータを有し、前記リ
ーン車両の左右方向における前記車体フレームの傾斜角を制御する左右傾斜角制御機構と
、
　前記緩衝装置の伸縮を抑制するためのアクチュエータを有し、前記緩衝装置の動き及び
前記動きの抑制を解除可能な緩衝制御機構と、
　少なくとも前記リーン車両の車速に関する情報に基づいて、前記左右傾斜角制御機構及
び前記緩衝制御機構を制御する制御部と、を備え、
　左右傾斜角制御機構と、緩衝制御機構とが、互いに依存せず、独立して作動し、
　前記制御部は、前記リーン車両の車速が、停止状態を除く前記リーン車両の全車速域を
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分割してできる低速走行領域と高速走行領域のうち前記低速走行領域の少なくとも一部に
ある期間で、かつ前記左右傾斜角制御機構が前記傾斜角制御をしている期間の少なくとも
一部において、前記緩衝制御機構が前記緩衝装置の動きを抑制するよう制御する、リーン
車両。
【請求項２】
　請求項１に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、前記緩衝制御機構による前記緩衝装置の動きを抑制する制御を、前記リ
ーン車両が停止するまで継続する、リーン車両。
【請求項３】
　請求項２に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、前記緩衝制御機構による前記緩衝装置の動きの抑制を、前記リーン車両
が停止中も継続する、リーン車両。
【請求項４】
　請求項３に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、前記緩衝制御機構による前記緩衝装置の動きの抑制を、前記リーン車両
の発進後に解除する、リーン車両。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、ライダーの前記リーン車両を走行させる意志又は前記緩衝装置の動きの
抑制を解除する意志の少なくとも一方に関する情報に基づいて、前記緩衝制御機構による
前記緩衝装置の動きの抑制を解除する、リーン車両。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、前記左右傾斜角制御機構による前記傾斜角制御を、前記リーン車両が停
止するまで継続させる、リーン車両。
【請求項７】
　請求項６に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、前記左右傾斜角制御機構による前記傾斜角制御を、前記リーン車両が停
止中も継続する、リーン車両。
【請求項８】
　請求項７に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、前記左右傾斜角制御機構による前記傾斜角制御を、前記リーン車両の発
進後に解除する、リーン車両。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載のリーン車両であって、
　ライダーの前記リーン車両を走行させる意志又は前記左右傾斜角制御機構による前記傾
斜角制御を解除する意志の少なくとも一方に関する情報に基づいて、前記左右傾斜角制御
機構による前記傾斜角制御を解除する、リーン車両。
【請求項１０】
　請求項５又は９に記載のリーン車両であって、
　前記制御部は、前記ライダーの前記リーン車両を走行させる意志に関する情報を、スロ
ットル開度を増加、ブレーキの操作量の減少又はブレーキ操作解除、車速の上昇、及び、
車両の前後方向の加速度の増加のうち少なくとも１つを検出することで得る、リーン車両
。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載のリーン車両であって、
　前記左右傾斜角制御機構の前記アクチュエータは、前記車体フレームに対する前記アー
ムの回転に抵抗する力を付与する、リーン車両。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載のリーン車両であって、
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　前記左右傾斜角制御機構の前記アクチュエータは、前記車体フレームに対して前記アー
ムを回転させる力を付与する、リーン車両。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれか１項に記載のリーン車両であって、
　前記左右傾斜角制御機構の前記アクチュエータは、前記緩衝制御機構とは独立して設け
られる、リーン車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リーン車両の車体フレームの左右方向の傾斜角を制御する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車体フレームを左右方向に傾斜させることでコーナリングを行う車両が知られている。
例えば、ＷＯ２０１１／００５９４５（下記特許文献１）に開示の車両は、エンジンを支
持する車体フレームと、車体フレームに対して回転可能に取り付けられたショックタワー
を備える。ショックタワーの回転軸の左右に左前輪と右前輪が配置される。ショックタワ
ーの一端には、左前輪のサスペンションと、右前輪のサスペンションが接続される。さら
に、この車両は、車体フレームに対するショックタワーの回転を調整するアクチュエータ
を備える。アクチュエータは、車体フレームが傾いた状態で車両速度が閾値を下回った場
合に、車体フレームを直立状態（Upright position）にするようショックタワーにトルク
を発生させる。これにより、低速時にフレームを直立状態に維持するのが容易になる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】ＷＯ２０１１／００５９４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　車両が停止に向けて低速で走行する際の車両の左右方向の傾斜角すなわちロール角は、
路面の凹凸及び傾斜、ライダーによる重心移動、並びに、ハンドル操作等によって影響を
受けやすい。
【０００５】
　そこで、本発明は、車両の左右方向の傾斜角の制御が容易にできるリーン車両を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段及び発明の効果】
【０００６】
　本発明の第１の構成におけるリーン車両は、車体フレームと、前記車体フレームの左右
方向に並べて配置された右車輪および左車輪とを備える。前記車体フレームは、前記リー
ン車両の左右方向の右方に旋回する時に右方に傾斜し、左方に旋回する時に左方に傾斜す
る。前記リーン車両は、リンク機構を備える。前記リンク機構は、前記車体フレームに対
して回転可能に支持されるアームを含む。前記アームは、前記右車輪および前記左車輪を
支持する。前記アームが前記車体フレームに対して回転することにより、前記右車輪およ
び前記左車輪の前記車体フレームに対する上下方向の相対位置が変わる。これにより、前
記車体フレームが、前記リーン車両の左右方向に傾斜する。前記リーン車両は、前記車体
フレームに対する前記右車輪および前記左車輪の動きを緩衝する緩衝装置を備える。前記
リーン車両は、左右傾斜角制御機構、緩衝制御機構、及びこれらを制御する制御部を備え
る。左右傾斜角制御機構は、前記車体フレームに対する前記アームの回転を調整するアク
チュエータを有する。前記左右傾斜角制御機構は、前記リーン車両の左右方向における前
記車体フレームの傾斜角を制御する。前記緩衝制御機構は、前記緩衝装置の動きの抑制及
び前記動きの抑制を解除可能である。前記制御部は、前記リーン車両の車速が、停止状態
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を除く前記リーン車両の全車速域を分割してできる低速走行領域と高速走行領域のうち前
記低速走行領域の少なくとも一部にある期間で、かつ前記左右傾斜角制御機構が前記傾斜
角制御をしている期間の少なくとも一部において、前記緩衝制御機構が前記緩衝装置の動
きを抑制するよう制御する（第１の構成）。
【０００７】
　上記第１の構成によれば、低速走行中に、リーン車両の左右方向の傾斜角の制御が容易
にできる。
【０００８】
　上記第１の構成において、前記制御部は、前記緩衝制御機構による前記緩衝装置の動き
を抑制する制御を、前記リーン車両が停止するまで継続することができる（第２の構成）
。この第２の構成によれば、低速走行中に、リーン車両の左右方向の傾斜角の制御が容易
にできる。
【０００９】
　上記第２の構成において、前記制御部は、前記緩衝制御機構による前記緩衝装置の動き
の抑制を、前記リーン車両が停止中も継続することができる（第３の構成）。この第３の
構成によれば、リーン車両の停止中も、リーン車両の左右方向の傾斜角の制御が容易にで
きる。
【００１０】
　上記第３の構成において、前記制御部は、前記緩衝制御機構による前記緩衝装置の動き
の抑制を、前記リーン車両の発進後に解除することができる（第４の構成）。この第４の
構成によれば、リーン車両の発進時には、前記緩衝装置の動きが抑制され、発進後、緩衝
装置の動きの抑制が解除される。そのため、リーン車両の発進時において、リーン車両の
左右方向の傾斜角の制御が容易にできる。
【００１１】
　第１～第４のいずれかの構成において、前記制御部は、ライダーの前記リーン車両を走
行させる意志又は前記緩衝装置の動きの抑制を解除する意志の少なくとも一方に関する情
報に基づいて、前記緩衝制御機構による前記緩衝装置の動きの抑制を解除することができ
る（第５の構成）。この第５の構成により、ライダーがリーン車両を走行させる意志又は
、緩衝装置の動きの抑制を解除する意志による動作を行った場合に、緩衝装置の動きの抑
制を解除することができる。
【００１２】
　上記第１～第５のいずれかの構成において、前記制御部は、前記左右傾斜角制御機構に
よる前記傾斜角制御を、前記リーン車両が停止するまで継続させることができる（第６の
構成）。この第６の構成により、低速走行中から停止するまで、車体フレームの左右方向
の傾斜角を制御することができる。
【００１３】
　上記第６の構成において、前記制御部は、前記左右傾斜角制御機構による前記傾斜角制
御を、前記リーン車両が停止中も継続することができる（第７の構成）。この第７の構成
により、リーン車両の停止中も、車体フレームの左右方向の傾斜角を制御することができ
る。
【００１４】
　上記第７の構成において、前記制御部は、前記左右傾斜角制御機構による前記傾斜角制
御を、前記リーン車両の発進後に解除することができる（第８の構成）。この第８の構成
により、リーン車両の発進時には、車体フレームの左右方向の傾斜角の制御がされ、発進
後、傾斜角の制御が解除される。そのため、リーン車両の発進時において、車体フレーム
の左右方向の傾斜角を制御できる。
【００１５】
　上記第１～第８の構成において、ライダーの前記リーン車両を走行させる意志又は前記
左右傾斜角制御機構による前記傾斜角制御を解除する意志の少なくとも一方に関する情報
に基づいて、前記左右傾斜角制御機構による前記傾斜角制御を解除することができる（第
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９の構成）。この第９の構成により、ライダーがリーン車両を走行させる意志又は、左右
傾斜角制御機構による傾斜角制御を解除する意志を持った場合に、車体フレームの左右方
向における傾斜角の制御を解除することができる。
【００１６】
　上記第５又は第９の構成において、前記制御部は、前記ライダーの前記リーン車両を走
行させる意志に関する情報を、スロットル開度を増加、ブレーキの操作量の減少又はブレ
ーキ操作解除、車速の上昇、及び、車両の前後方向の加速度の増加のうち少なくとも１つ
を検出することで得ることができる（第１０の構成）。第１０の構成によれば、ライダー
がリーン車両を走行させる意志の情報を得ることができる。
【００１７】
　上記第１～第１０のいずれかの構成において、前記左右傾斜角制御機構の前記アクチュ
エータは、前記車体フレームに対する前記アームの回転に抵抗する力を付与する構成であ
ってもよい（第１１の構成）。この第１１の構成は、例えば、モータ又は油圧ダンパを用
いてアクチュエータを形成することで実現できる。
【００１８】
　上記第１～第１１のいずれかの構成において、前記左右傾斜角制御機構の前記アクチュ
エータは、前記車体フレームに対して前記アームを回転させる力を付与する構成であって
もよい（第１２の構成）。この第１２の構成は、例えば、モータ又は油圧シリンダを用い
てアクチュエータを形成することで実現できる。
【００１９】
　上記第１～第１２のいずれかの構成において、前記左右傾斜角制御機構の前記アクチュ
エータは、前記緩衝制御機構とは独立して設けてもよい（第１３の構成）。
【００２０】
　上記第１～第１３のいずれかの構成における制御部による制御の方法も、本発明の実施
形態に含まれる。また、上記制御部の制御をコンピュータに実行させるプログラム、及び
このプログラムを記録した非一時的(non-transitory)な記録媒体も、本発明の実施形態に
含まれる。
【００２１】
　以下の記載において、サスペンションは、上記緩衝装置の一例である。サスペンション
制御機構は、上記緩衝制御機構の一例である。ロール角は、リーン車両の左右方向の車体
フレームの傾斜角と同じ意味である。ロール角制御機構は、左右傾斜角制御機構と同じ意
味である。
【００２２】
　本発明の実施形態における車両は、車体フレームと、前記車体フレームの左右方向に並
べて配置された右車輪および左車輪と、前記車体フレームと右車輪および左車輪との間に
設けられ、前記車体フレームに対して回転可能に支持されるアームを含むリンク機構であ
って、前記アームを前記車体フレームに対して回転させることにより、前記右車輪および
前記左車輪の前記車体フレームに対する上下方向の相対位置を変更して前記車体フレーム
を鉛直方向に対して傾斜させるリンク機構と、前記車体フレームと前記右車輪および前記
左車輪との間に設けられ、伸縮することにより、前記車体フレームに対する前記右車輪お
よび前記左車輪の動きを吸収するサスペンションと、前記車体フレームに対する前記アー
ムの回転を調整することにより、前記車体フレームのロール角を制御するロール角制御機
構と、前記サスペンションの伸縮を抑制するサスペンション制御機構と、前記車両の状態
を示す情報に基づいて、前記ロール角制御機構及び前記サスペンション制御機構を制御す
る制御部とを備える。前記制御部は、所定の条件に基づいて、停止に向けた走行中のロー
ル角制御を前記ロール角制御機構に実行させるか否かを判断し、前記停止に向けた走行中
のロール角制御の期間の少なくとも一部において、前記サスペンション制御機構が前記サ
スペンションの伸縮を抑制するよう制御する。
【００２３】
　上記構成において、制御部は、所定の条件（第１の条件）に基づいて、停止に向けた走
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行中のロール角制御の要否を判断する。ロール角制御機構は、制御部の判断に基づいてア
ームの回転を調整する。その結果、車体フレームのロール角が、停止に向けた走行に適し
たロールに制御される。制御部は、ロール角制御機構が、停止に向けた走行中のロール角
制御をしている期間の少なくとも一部において、サスペンション制御機構にサスペンショ
ンの伸縮を抑制させる。これにより、ロール角制御機構により調整されるアームの回転が
、車体フレームに伝わる過程において、サスペンションによる力の伝達遅延の発生を抑え
られる。そのため、停止に向けた走行において、ロール角制御機構のアーム回転の調整に
より制御される車体フレームのロール角の動きが収束しやすくなる。
【００２４】
　前記制御部は、前記車両の停止後も前記サスペンション制御機構による前記サスペンシ
ョンの伸縮の抑制を継続し、前記車両の発進後に前記サスペンション制御機構による前記
サスペンションの伸縮の抑制を解除することができる。これにより、走行中のサスペンシ
ョンの伸縮の抑制は、停止後も継続し、その後、再び走行を開始した後に、解除される。
そのため、停止に向けた走行中及び停車中は、サスペンションによる力の伝達遅延の発生
を抑えることができる。さらに、発進後には、サスペンションの抑制を解除して、地面か
らの衝撃を吸収するよう制御することができる。
【００２５】
　前記制御部は、前記車両の停止後も前記ロール角制御機構によるロール角制御を継続し
、前記車両の発進後に前記ロール角制御機構によるロール角制御を解除することができる
。これにより、停止に向けた走行中のロール角制御は、停止後も継続し、その後、再び走
行を開始した後に、解除される。そのため、停止に向けて制御されたロール角が停止後も
継続する。発進後には、ロール角の制御を解除して、ロール角制御機構が、ライダーによ
るロール角の制御を妨げないようにすることができる。
【００２６】
　制御部は、車両の状態が、第２の条件を満たす場合に、停止に向けた走行中のロール角
制御を解除することができる。また、制御部は、車両の状態が、第３の条件を満たす場合
に、サスペンションの伸縮の抑制を開始することができる。さらに、制御部は、車両の状
態が、第４の条件を満たす場合に、サスペンションの伸縮の抑制を解除することができる
。ここで、上記の第１～第４の条件は、互いに異なっていてもよい。これにより、停止に
向けたロール角制御の開始及び解除、並びに、サスペンション伸縮抑制の開始及び解除を
、それぞれ、互いに制約を受けずに、独立して判断することができる。その結果、任意の
タイミングで、停止に向けたロール角制御、及び、サスペンション伸縮抑制を行うことが
できる。
【００２７】
　前記ロール角制御機構による前記停止に向けた走行中のロール角制御の要否判断に用い
られる前記車両の状態を示すパラメータの組み合わせと、前記サスペンション制御機構に
よる前記サスペンションの伸縮の抑制の要否判断に用いられる前記車両の状態を示すパラ
メータの組み合わせが異なっていてもよい。これにより、停止に向けたロール角制御の要
否判断に縛られずに、サスペンションの伸縮抑制の要否判断をすることが可能になり、そ
の逆も可能になる。そのため、停止に向けたロール角制御と、サスペンションの伸縮抑制
とを、それぞれ任意のタイミングで行うことができる。
【００２８】
　前記ロール角制御機構による前記停止に向けた走行中のロール角制御の要否判断におい
て用いられる第１のパラメータの閾値と、前記サスペンション制御機構による前記サスペ
ンションの伸縮の抑制の要否判断において用いられる前記第１のパラメータの閾値とが異
なっていてもよい。これにより、ロール角制御の要否、及び、サスペンションの伸縮抑制
の要否を、異なる条件で判断することができる。そのため、停止に向けたロール角制御と
、サスペンションの伸縮抑制とを、それぞれ任意のタイミングで行うことができる。
【００２９】
　前記ロール角制御機構による前記停止に向けた走行中のロール角制御の要否判断に用い
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られるパラメータは、車速、スロットル開度及びロール角を含むことができる。前記サス
ペンション制御機構による前記サスペンションの伸縮の抑制の要否判断に用いられるパラ
メータは、車速を含むことができる。
【００３０】
　前記ロール角制御機構は、前記車体フレームに対する前記アームの回転を調整するアク
チュエータを含んでもよい。前記アクチュエータは、前記サスペンション制御機構とは独
立して設けることができる。これにより、ロール角を制御する機構と、サスペンション制
御機構とが、互いに依存せず、独立して動作する構成となる。そのため、停止に向けたロ
ール角制御と、サスペンションの伸縮抑制とを、それぞれ任意のタイミングで行うことが
できる。
【００３１】
　車両の制御方法も、本発明の実施形態の一つである。前記制御方法における前記車両は
、車体フレームと、前記車体フレームの左右方向に並べて配置された右車輪および左車輪
と、前記車体フレームと右車輪および左車輪との間に設けられ、前記車体フレームに対し
て回転可能に支持されるアームを含むリンク機構であって、前記アームを前記車体フレー
ムに対して回転させることにより、前記右車輪および前記左車輪の前記車体フレームに対
する上下方向の相対位置を変更して前記車体フレームを鉛直方向に対して傾斜させるリン
ク機構と、前記車体フレームと前記右車輪および前記左車輪との間に設けられ、伸縮する
ことにより、前記車体フレームに対する前記右車輪および前記左車輪の動きを吸収するサ
スペンションと、を備える。前記制御方法は、前記車体フレームに対する前記アームの回
転を調整することにより、前記車体フレームのロール角を制御するロール角制御工程と、
前記サスペンションの伸縮を抑制するサスペンション制御工程と、前記車両の状態を示す
情報に基づいて、前記ロール角制御工程及び前記サスペンション制御工程の実行を制御す
る制御工程とを有する。前記制御工程は、停止に向けた走行中のロール角制御を前記ロー
ル角制御工程において実行するか否かを所定の条件に基づいて判断し、前記停止に向けた
走行中のロール角制御の期間の少なくとも一部において、前記サスペンション制御工程を
実行する工程を含む。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】図１は、実施形態の車両の全体を左方から見た左側面図である。
【図２】図２は、図１の車両の一部を前方から見た正面図である。
【図３】図３は、図１の車両の一部を左方から見た左側面図である。
【図４】図４は、図１の車両の一部を上方から見た平面図である。
【図５】図５は、右操舵時における図１の車両の一部を上方から見た平面図である。
【図６】図６は、左傾斜時における図１の車両の一部を前方から見た正面図である。
【図７】図７は、実施形態の車両の制御システムの構成例を示すブロック図である。
【図８】図８は、図７に示す制御部によるロール角及びサスペンションの制御の一例を示
すタイミングチャート図である。
【図９】図９は、判定部が、ロール角制御及びサスペンション伸縮抑制の開始を判断する
処理の一例を示すフローチャートである。
【図１０】図１０は、制御部が、ロール角の目標値を更新する処理の一例を示すフローチ
ャートである。
【図１１】図１１は、判定部が、ロール角制御及びサスペンション伸縮抑制の解除の判断
をする処理の一例を示すフローチャートである。
【図１２】図１２は、リンク機構の変形例を示す図である。
【図１３】図１３は、リンク機構の他の変形例を示す図である。
【図１４】図１４は、リンク機構のさらに他の変形例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
発明者らは低速時の車両の傾斜（ロール角）をアクチュエータを利用して制御することを
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試みた。具体的には、車体フレームが傾斜しており、かつ、車両の速度が閾値を下回る場
合に、車体フレームが直立状態となるようアクチュエータを動作させた発明者らは、この
ようなロール角制御について検討した。
　例えば、車体フレームが左に傾斜した状態で速度を落とした場合、アクチュエータによ
り、車体フレームを直立状態に近づける力が働く。ここで、車両が走行する路面に凹凸ま
たは車両の左右方向の傾斜があると、アクチュエータの力により、車体フレームが左へ傾
斜した状態から直立状態になった後、勢いが付いて右に傾斜する場合がある。或いは、ア
クチュエータの力では、車体フレームは、直立状態に達せず、左に傾いたままになる場合
もある。また、アクチュエータが作動している時に、ライダーが車体フレームを左右方向
へ傾斜させる動作をすると、アクチュエータの力により、車体フレームが直立状態を過ぎ
てさらに傾く場合もある。
【００３４】
　発明者らは、ロール角を調整するアクチュエータの応答性を上げてみたが、同様の挙動
が見られた。そこで、さらなる検討において、発明者らは、アクチュエータの動作と、ロ
ール角の動作との間に介在するばね要素と減衰要素に着目した。この観点から、アクチュ
エータによる車体フレームの傾斜角変化を調べた。アクチュエータにより発生したトルク
が車体フレームに伝わり傾斜角が変化するまでに、ばね要素及び減衰要素による伝達の遅
延が発生することがわかった。さらに、ばね要素と減衰要素について調べたところ、車体
フレームと車輪の間に設けられた緩衝装置のばね要素と減衰要素が、アクチュエータによ
る車体フレームの傾斜角の変化に影響を及ぼす場合があることがわかった。
【００３５】
　一方、走行中に緩衝装置の動きを抑制すると、車輪の上下方向の動きが車体フレームに
伝わりやすくなる。そのため、車体フレームの揺れが大きくなる場合がある。しかし、発
明者らは、敢えて、走行時のロール角制御中に、緩衝装置の動きを抑制することを検討し
た。検討の結果、低速走行時にアクチュエータによって車体フレームの左右傾斜角を制御
する際に、緩衝装置の動きを抑制することで、アクチュエータの力を効率よく車体フレー
ムの左右傾斜角の挙動に反映できる場合があることがわかった。これにより、路面の凹凸
や傾斜、ライダーの車体フレームを傾ける動作による影響を低速時に受けやすい車両にお
いては、緩衝装置の動きを抑制することで、左右傾斜制御が容易になることを見出した。
【００３６】
　リンク機構は、車体フレームと、右車輪及び左車輪との間に設けられる。リンク機構は
、右車輪および左車輪の車体フレームにおける上下方向の相対位置を変更可能にする機構
である。そのため、例えば、右車輪及び左車輪のうち一方の車輪が、段差のある地面を通
り、他方の車輪が平坦な地面を通った場合、一方の車輪のみが段差に応じた幅で上下運動
することになる。この場合、車体フレームの上下運動の幅は、段差よりも小さくなる。す
なわち、一方の車輪が受けた上下方向の動きがリンク機構で吸収される。このように、発
明者は、緩衝装置の伸縮を抑制した場合でも、車輪が地面から受ける衝撃をリンク機構で
ある程度吸収できることを見出した。これらの知見に基づいて、発明者らは下記実施形態
の車両の構成に想到した。
【００３７】
　本実施形態におけるリーン車両は、車体フレームと、車体フレームの左右方向に並べて
配置された右車輪および左車輪とを備える。前記車体フレームは、前記リーン車両の左右
方向の右方に旋回する時に右方に傾斜し、左方に旋回する時に左方に傾斜する。前記リー
ン車両は、リンク機構を備える。前記リンク機構は、前記車体フレームに対して回転可能
に支持されるアームを含む。前記アームは、前記右車輪および前記左車輪を支持する。前
記アームが前記車体フレームに対して回転することにより、前記右車輪および前記左車輪
の前記車体フレームに対する上下方向の相対位置が変わる。これにより、前記車体フレー
ムが、前記リーン車両の左右方向に傾斜する。前記リーン車両は、前記車体フレームに対
する前記右車輪および前記左車輪の動きを緩衝する緩衝装置を備える。前記リーン車両は
、左右傾斜角制御機構、緩衝制御機構、及びこれらを制御する制御部を備える。左右傾斜
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角制御機構は、前記車体フレームに対する前記アームの回転を調整するアクチュエータを
有する。前記左右傾斜角制御機構は、前記リーン車両の左右方向における前記車体フレー
ムの傾斜角を制御する。前記緩衝制御機構は、前記緩衝装置の動きの抑制及び前記動きの
抑制を解除可能である。前記制御部は、前記リーン車両の車速が、停止状態を除く前記リ
ーン車両の全車速域を分割してできる低速走行領域と高速走行領域のうち前記低速走行領
域の少なくとも一部にある期間で、かつ前記左右傾斜角制御機構が前記傾斜角制御をして
いる期間の少なくとも一部において、前記緩衝制御機構が前記緩衝装置の動きを抑制する
よう制御する。
【００３８】
　上記構成では、低速走行領域の少なくとも一部にある期間で、かつ左右傾斜角制御機構
が傾斜角制御をしている期間の少なくとも一部において、緩衝制御機構が緩衝装置の動き
を抑制する。これにより、例えば、左右傾斜角制御機構が、停止に向けた走行中の車体フ
レームの左右傾斜角制御をする期間の少なくとも一部において、緩衝装置の動きが抑制さ
れる。これにより、低速走行領域での車体フレームの左右傾斜角制御において、左右傾斜
角制御機構により調整されるアームの回転と、車体フレームの左右傾斜角変化との間に介
在するばね要素及び減衰要素を減らすことができる。そのため、アームの回転が車体フレ
ームに伝わる過程における力の伝達の遅延が抑制される。その結果、低速走行中に、リー
ン車両の左右方向の傾斜角の制御が容易にできる。
【００３９】
　また、低速走行領域では、緩衝装置の動きが抑制されても、リンク機構が、右車輪及び
左車輪の運動を吸収する。これにより、緩衝装置の動き抑制による車体フレームの揺れ増
加も抑えられる。その結果、低速走行中に、リーン車両の左右方向の傾斜角の制御が容易
にできるとともに、車体フレームの揺れ増加抑制も可能となる。
【００４０】
　以下、図面を参照しつつ、本発明の実施形態を詳細に説明する。
【００４１】
　図面において、矢印Ｆは、車両の前方向を示している。矢印Ｂは、車両の後方向を示し
ている。矢印Ｕは、車両の上方向を示している。矢印Ｄは、車両の下方向を示している。
矢印Ｒは、車両の右方向を示している。矢印Ｌは、車両の左方向を示している。
【００４２】
　車両は、車体フレームを鉛直方向に対して車両の左右方向に傾斜させて旋回する。そこ
で車両を基準とした方向に加え、車体フレームを基準とした方向が定められる。添付の図
面において、矢印ＦＦは、車体フレームの前方向を示している。矢印ＦＢは、車体フレー
ムの後方向を示している。矢印ＦＵは、車体フレームの上方向を示している。矢印ＦＤは
、車体フレームの下方向を示している。矢印ＦＲは、車体フレームの右方向を示している
。矢印ＦＬは、車体フレームの左方向を示している。
【００４３】
　本明細書において、「車体フレームの前後方向」、「車体フレームの左右方向」、およ
び「車体フレームの上下方向」とは、車両を運転する乗員から見て、車体フレームを基準
とした前後方向、左右方向、および上下方向を意味する。「車体フレームの側方」とは、
車体フレームの右方向あるいは左方向を意味している。
【００４４】
　本明細書において、「車体フレームの前後方向に延びる」とは、車体フレームの前後方
向に対して傾いた方向に延びることを含む。この場合、延びる方向の車体フレームの前後
方向に対する傾きは、車体フレームの左右方向および上下方向に対する傾きより小さくな
ることが多い。
【００４５】
　本明細書において、「車体フレームの左右方向に延びる」とは、車体フレームの左右方
向に対して傾いた方向に延びることを含む。この場合、延びる方向の車体フレームの左右
方向に対する傾きは、車体フレームの前後方向および上下方向に対する傾きより小さくな
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ることが多い。
【００４６】
　本明細書において、「車体フレームの上下方向に延びる」とは、車体フレームの上下方
向に対して傾いた方向に延びることを含む。この場合、延びる方向の車体フレームの上下
方向に対する傾きは、車体フレームの前後方向および左右方向に対する傾きより小さくな
ることが多い。
【００４７】
　本明細書において、「車体フレームの直立状態」とは、車体フレームの上下方向が鉛直
方向と一致している状態を意味する。この状態においては、車両を基準にした方向と車両
フレームを基準にした方向は一致する。車体フレームを鉛直方向に対して左右方向に傾斜
しているときは、車両の左右方向と車体フレームの左右方向は一致しない。また車両の上
下方向と車体フレームの上下方向も一致しない。しかしながら、車体フレームを鉛直方向
に対して左右方向に傾斜しているときであっても、車両の前後方向と車体フレームの前後
方向は一致する。
【００４８】
　本明細書において、「車体フレームのロール角」とは、前後方向を中心とした車体フレ
ームの回転の角度を意味する。車体フレームのロール角は、車両の左右方向における車体
フレームの傾斜角と同じ意味である。ロール角は、一例として、鉛直方向に対する車体フ
レームの上下方向線の角度で表すことができる。なお、鉛直方向は、重力方向と同じであ
る。
【００４９】
　（車両の構成）
　図１は、車両１の全体を左方から見た左側面図である。車両１は、車両本体部２、左右
一対の前輪３、後輪４、リンク機構５、および操舵機構７を備えている。
【００５０】
　車両本体部２は、車体フレーム２１、車体カバー２２、シート２４、およびパワーユニ
ット２５を含んでいる。図１において、車体フレーム２１は直立状態にある。図１を参照
する以降の説明は、車体フレーム２１の直立状態を前提にしている。車両１は、リーン車
両である。車両１の旋回時に、車体フレーム２１は旋回方向に傾く。
【００５１】
　車体フレーム２１は、ヘッドパイプ２１１、ダウンフレーム２１２、リアフレーム２１
３、を含んでいる。図１においては、車体フレーム２１のうち、車体カバー２２に隠れた
部分は破線で示している。車体フレーム２１は、シート２４とパワーユニット２５を支持
している。パワーユニット２５は、後輪４を支持している。パワーユニット２５は、エン
ジン、電動モータ、バッテリなどの駆動源や、トランスミッションなどの装置を備えてい
る。
【００５２】
　ヘッドパイプ２１１は、車両１の前部に配置されている。車体フレーム２１の側方から
見て、ヘッドパイプ２１１の上部は、ヘッドパイプ２１１の下部よりも後方に配置されて
いる。
【００５３】
　ダウンフレーム２１２は、ヘッドパイプ２１１に接続されている。ダウンフレーム２１
２は、ヘッドパイプ２１１の後方に配置されている。ダウンフレーム２１２は、車体フレ
ーム２１の上下方向に延びている。
【００５４】
　リアフレーム２１３は、ダウンフレーム２１２の後方に配置されている。リアフレーム
２１３は、車体フレーム２１の前後方向に延びている。リアフレーム２１３は、シート２
４とパワーユニット２５を支持している。
【００５５】
　車体カバー２２は、フロントカバー２２１、フロントスポイラー２２２、左右一対のフ
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ロントフェンダー２２３、リアフェンダー２２４、およびレッグシールド２２５を含んで
いる。車体カバー２２は、左右一対の前輪３、車体フレーム２１、リンク機構５などの車
両１に搭載される車体部品の少なくとも一部を覆う車体部品である。
　
【００５６】
　図２は、車両１の前部を車体フレーム２１の前方から見た正面図である。図２において
、車体フレーム２１は直立状態にある。図２を参照する以降の説明は、車体フレーム２１
の直立状態を前提にしている。図２は、フロントカバー２２１、フロントスポイラー２２
２、および左右一対のフロントフェンダー２２３を取り外した状態を示している。
【００５７】
　一対の前輪３は、ヘッドパイプ２１１（車体フレーム２１）の左右に並べて配置される
右車輪３１及び左車輪３２を含む。車体フレーム２１の一部であるヘッドパイプ２１１と
一対の前輪３との間には、リンク機構５及びサスペンション（右サスペンション３３、左
サスペンション３５）が設けられる。すなわち、車体フレーム２１と、右車輪３１及び左
車輪３２とは、リンク機構５及びサスペンション３３、３５を介して接続される。リンク
機構５は、ハンドル２３よりも下方に配置されている。リンク機構５は、右車輪３１と左
車輪３２よりも上方に配置されている。
【００５８】
　図２に示す例では、リンク機構５が、サスペンション３３、３５を介して右車輪３１及
び左車輪３２と接続される。サスペンション３３、３５の配置構成はこれに限られない。
例えば、リンク機構５の一部にサスペンションが設けられてもよい。また、リンク機構５
と車体フレーム２１との間にサスペンションが設けられてもよい。
　＜リンク機構＞
【００５９】
　図２に示す車両１のリンク機構５は、平行四節リンク（パラレログラムリンクとも呼ば
れる）方式のリンク機構である。リンク機構５は、上アーム５１、下アーム５２、右サイ
ド部材５３、および左サイド部材５４を含んでいる。
【００６０】
　リンク機構５は、車体フレーム２１に対して回転可能に支持される上アーム５１及び下
アーム５２（以下、特に区別しない場合は、アーム５１、５２と総称する）を含む。アー
ム５１、５２は、前後方向に延びる回転軸を中心に車体フレーム２１に対して回転可能で
ある。回転軸は、アーム５１、５２の左右方向中央に配置される。すなわち、アーム５１
、５２に中間部分は、支持部Ａ、Ｄによってヘッドパイプ２１１に支持される。アーム５
１、５２の回転軸は、支持部Ａ、Ｄを通る。回転軸の右に右車輪３１が，回転軸の左に左
車輪３２が配置される。アーム５１、５２の回転軸より右の部分には、右サイド部材５３
及び右サスペンション３３を介して、右車輪３１が接続される。アーム５１、５２の回転
軸より左の部分に、左サイド部材５４及び左サスペンション３５を介して、左車輪３２が
接続される。
【００６１】
　このように、アーム５１、５２の回転軸より右の部分に右車輪３１、回転軸より左の部
分に左車輪３２を接続することで、右車輪３１および左車輪３２の車体フレーム２１に対
する上下方向ＦＵ、ＦＤの相対位置が変更可能になる。すなわち、アーム５１、５２が回
転することにより、アーム５１、５２の回転軸の左右に配置された右車輪３１および左車
輪３２の車体フレーム２１に対する上下方向ＦＵ、ＦＤの相対位置が変化する。右車輪３
１および左車輪３２の上下方向ＦＵ、ＦＤの相対位置が変化すると、車体フレーム２１が
、鉛直方向に対して左右方向に傾斜する。そのため、アーム５１、５２の車体フレーム２
１に対する回転を調整することにより、車体フレーム２１の左右方向の傾斜すなわちロー
ル角を制御することができる。
【００６２】
　上アーム５１は、一対の板状の部材５１２を含んでいる。一対の板状の部材５１２は、
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ヘッドパイプ２１１の前方および後方に配置されている。各板状の部材５１２は、車体フ
レーム２１の左右方向に延びている。下アーム５２は、一対の板状の部材５２２を含んで
いる。一対の板状の部材５２２は、ヘッドパイプ２１１の前方および後方に配置されてい
る。各板状の部材５２２は、車体フレーム２１の左右方向に延びている。下アーム５２は
、上アーム５１よりも下方に配置されている。下アーム５２の車体フレーム２１の左右方
向における長さ寸法は、上アーム５１の車体フレーム２１の左右方向における長さ寸法と
同一または同等である。下アーム５２は、上アーム５１と平行に延びている。
【００６３】
　なお、アーム５１、５２の構成は、上記例に限られない。例えば、アーム５１、５２を
一対の板状の部材で構成する代わりに、ヘッドパイプ２１１の前方に配置される１つの板
状部材で構成することもできる。
【００６４】
　上アーム５１の右端と下アーム５２の右端は、車体フレーム２１の上下方向に延びる右
サイド部材５３に接続される。右サイド部材５３は、上アーム５１及び下アーム５２に、
支持部Ｂ、Ｅによって回転可能に支持される。右サイド部材５３は、支持部Ｂ、Ｅを通り
前後方向に延びる回転軸を中心として、上アーム５１及び下アーム５２に対して回転可能
である。
【００６５】
　上アーム５１の左端と下アーム５２の左端は、車体フレーム２１の上下方向に延びる左
サイド部材５４に接続される。左サイド部材５４は、上アーム５１及び下アーム５２に、
支持部Ｃ、Ｆによって回転可能に支持される。左サイド部材５４は、支持部Ｃ、Ｆを通り
前後方向に延びる回転軸を中心として、上アーム５１及び下アーム５２に対して回転可能
である。
　＜サスペンション＞
【００６６】
　右サイド部材５３の下端は、右ブラケット３１７を介して右サスペンション３３に接続
される。左サイド部材５４及の下端は、左ブラケット３２７を介して左サスペンション３
５に接続される。右サスペンション３３及び左サスペンション３５は、車体フレーム２１
の上下方向に伸縮可能である。右サスペンション３３の上端は、リンク機構５に接続され
、下端は、右車輪３１に接続される。左サスペンション３５の上端は、リンク機構５に接
続され、下端は、左車輪３２に接続される。
【００６７】
　サスペンション３３、３５は、一例として、テレスコピック式のサスペンションである
。サスペンションは、緩衝器と称することもできる。右サスペンション３３は、右車輪３
１を支持する右外筒３１２と、右外筒３１２の上部に配置される右内筒３１６を含む。右
内筒３１６の上端は、右ブラケット３１７に固定され、下端は、右外筒３１２に挿入され
る。右内筒３１６が右外筒３１２に対して相対移動することにより、右サスペンション３
３が伸縮する。左サスペンション３５は、左車輪３２を支持する左外筒３２２と、左外筒
３２２の上部に配置される左内筒３２６を含む。左内筒３２６の上端は、左ブラケット３
２７に固定され、下端は、左外筒３２２に挿入される。左内筒３２６が左外筒３２２に対
して相対移動することにより、左サスペンション３５が伸縮する。
【００６８】
　右ブラケット３１７と右外筒３１２との間には、右回転防止機構３４が接続される。右
回転防止機構３４は、右外筒３１２が、右内筒３１６に対して、右サスペンション３３の
伸縮方向に延びる軸線を中心として回転することを防止する。左ブラケット３２７と左外
筒３２２との間には、左回転防止機構３６が接続される。左回転防止機構３６は、左外筒
３２２が、左内筒３２６に対して、左サスペンション３５の伸縮方向に延びる軸線を中心
として回転することを防止する。
【００６９】
　具体的には、右回転防止機構３４は、右回転防止ロッド３４１、右ガイド３１３、およ
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び右ブラケット３１７を含んでいる。右ガイド３１３は、右外筒３１２の上部に固定され
ている。右ガイド３１３は、その前部に右ガイド筒３１３ｂを有している。
【００７０】
　右回転防止ロッド３４１は、右内筒３１６と平行に延びている。右回転防止ロッド３４
１の上部は、右ブラケット３１７の前部に固定されている。右回転防止ロッド３４１は、
その一部が右ガイド筒３１３ｂに挿入された状態で、右内筒３１６の前方に配置されてい
る。これにより、右回転防止ロッド３４１は、右内筒３１６に対して相対移動しない。右
内筒３１６が右外筒３１２に対して右外筒３１２の延びる方向に相対移動することにより
、右回転防止ロッド３４１も右ガイド筒３１３ｂに対して相対移動する。一方、右外筒３
１２は、右内筒３１６に対して、右サスペンション３３の伸縮方向に延びる軸線を中心に
回転することが防止される。
【００７１】
　左回転防止機構３６は、左回転防止ロッド３６１、左ガイド３２３、および左ブラケッ
ト３２７を含んでいる。左ガイド３２３は、左外筒３２２の上部に固定されている。左ガ
イド３２３は、その前部に左ガイド筒３２３ｂを有している。
【００７２】
　左回転防止ロッド３６１は、左内筒３２６と平行に延びている。左回転防止ロッド３６
１の上部は、左ブラケット３２７の前部に固定されている。左回転防止ロッド３６１は、
その一部が左ガイド筒３２３ｂに挿入された状態で、左内筒３２６の前方に配置されてい
る。これにより、左回転防止ロッド３６１は、左内筒３２６に対して相対移動しない。左
内筒３２６が左外筒３２２に対して左外筒３２２の延びる方向に相対移動することにより
、左回転防止ロッド３６１も左ガイド筒３２３ｂに対して相対移動する。一方、左外筒３
２２は、左内筒３２６に対して、左サスペンション３５の伸縮方向に延びる軸線を中心に
回転することが防止される。
【００７３】
　なお、サスペンションの構成は、上記例に限られない。例えば、右サスペンション３３
を、互いに相対運動する右外筒３１２と右内筒３１６の組み合わせを２つ並べて配置した
構成とすることができる。この場合、左サスペンション３５も同様に、左外筒３２２と左
内筒３２６の組み合わせを２つ並べて配置した構成とすることができる。これは、ダブル
テレスコピック式のサスペンションである。この場合、サスペンション３３、３５の一対
の外筒と内筒を互いに相対運動できないよう接続することにより、回転防止機構を兼ねる
ことができる。その場合、上記のような、右回転防止機構３４及び左回転防止機構３６は
不要になる。
【００７４】
　＜ロール角制御機構＞
　車両１は、車体フレーム２１のロール角を制御するロール角制御機構７４を備える。図
２では、ロール角制御機構７４を点線で示している。ロール角制御機構７４は、車体フレ
ーム２１に対するアーム５１、５２の回転を調整する。アーム５１、５２の回転を調整す
ることで、車体フレーム２１のロール角が制御される。ロール角制御機構７４は、車体フ
レーム２１及びアーム５１又は下アーム５２の少なくとも一方に接続される。
【００７５】
　ロール角制御機構７４によるアーム５１、５２の回転の調整は、単純なアーム５１、５
２のロック及びロック解除のみではなく、回転力を制御するものである。すなわち、ロー
ル角制御機構７４は、アーム５１、５２を車体フレーム２１に対して回転させるトルク又
は、トルクに対する抵抗力を発生させることで、アーム５１、５２の回転を調整する構成
とすることができる。例えば、ロール角制御機構７４は、アーム５１、５２を回転させる
力の大きさが可変である構成とすることができる。
【００７６】
　ロール角制御機構７４は、車体フレーム２１のロール角が、任意に設定された目標値に
なるように、アーム５１、５２の回転を調整することができる。その際、ロール角制御機
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構７４は、実際の車体フレーム２１のロール角又はアーム５１、５２のトルクを監視し、
監視結果を用いてアーム５１、５２を回転させる力の大きさと向きを決定することができ
る。
【００７７】
　図３は、車両１の前部を車体フレーム２１の左方から見た左側面図である。図３におい
て、車体フレーム２１は直立状態にある。図３を参照する以降の説明は、車体フレーム２
１の直立状態を前提にしている。図３は、フロントカバー２２１、フロントスポイラー２
２２、および左右一対のフロントフェンダー２２３を取り外した状態を示している。また
、左サイド部材５４、及び左伝達プレート６３の図示を省略している。
【００７８】
　ロール角制御機構７４は、車体フレーム２１に対するアーム５１、５２の回転を調整す
るアクチュエータ４２を備える。アクチュエータ４２は、支持部材４３を介して、ヘッド
パイプ２１１（車体フレーム２１）に接続されている。支持部材４３により、アクチュエ
ータ４２は、車体フレーム２１に固定される。アクチュエータ４２は、上アーム５１に対
して接触した状態で回転力を付与する出力部材４６１を有する。図３に示す例では、出力
部材４６１は、軸心を中心に回転する出力軸である。出力部材４６１の出力軸は、上アー
ム５１の回転軸と同軸となっている。これら出力軸の回転が、上アーム５１の回転軸に伝
達される。
【００７９】
　図示しないが、アクチュエータ４２は、動力源であるモータ、モータの回転速度を減速
して出力する減速機を備えることができる。減速機は、例えば、モータの回転と連動する
減速ギヤとすることができる。この場合、出力部材４６１が、モータ及び減速機の回転を
外部へ伝達する。
【００８０】
　アクチュエータ４２は、車両１が備える制御部（図示せず）からの制御信号に基づいて
動作することができる。例えば、アクチュエータ４２は、車体フレーム２１のロール角が
、制御部から指示された目標値になるように、アーム５１、５２に加える回転力を調整す
ることができる。また、アクチュエータ４２は、車両１の状態を検出するセンサからの信
号に基づいて出力を制御することもできる。車両の状態を示すセンサとしては、例えば、
車両１の姿勢を検出する姿勢センサ、アーム５１、５２の車体フレームに対する回転のト
ルクを検出するトルクセンサ等が挙げられる。なお、センサからの情報に基づいてアクチ
ュエータ４２の出力を決定する処理は、アクチュエータ４２が内蔵する制御回路又は制御
コンピュータが実行してもよいし、アクチュエータ４２の外部の制御装置が実行してもよ
い。
【００８１】
　なお、アクチュエータ４２の構成は、上記例に限られない。例えば、アクチュエータ４
２は、上アーム５１及び下アーム５２の少なくとも一方に接続され、少なくとも一方の回
転を調整する構成であってもよい。また、例えば、アクチュエータ４２の出力部材は、１
軸方向に延びる軸状であり、軸方向に伸縮することで、アーム５１、５２に回転力を付与
するものであってもよい。この場合、アクチュエータは、一方端がアーム５１、５２の回
転軸から離れた位置に回転可能に接続され、他方端が車体フレーム２１に対して回転可能
に接続される構成とすることができる。アクチュエータが、一方端と他方端を結ぶ方向に
伸縮することにより、アーム５１、５２を車体フレーム２１に対して回転させることがで
きる。また、アクチュエータ４２は、油圧アクチュエータであってもよい。すなわち、ア
クチュエータの動力源は、電動又は油圧によるものとすることができる。また、アクチュ
エータ４２は、アーム５１、５２を回転させるトルクに対して減衰力を付与するダンパ装
置であってもよい。
【００８２】
　＜サスペンション制御機構＞
　車両１は、サスペンション３３、３５（図２参照）の伸縮を抑制するサスペンション制
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御機構を備えることができる。サスペンション制御機構は、例えば、サスペンション３３
、３５の内部に設けることができる。サスペンション３３、３５は、内筒３１６、３２６
と、外筒３１２、３２２とを含む。サスペンション３３、３５の伸縮に伴い、内部で油の
流動が生じる。サスペンション３３、３５の内部には、油の流路であるオリフィス、及び
油の流路における流量を調整する調整弁が設けられる。サスペンション制御機構は、この
調整弁を制御する構成とすることができる。調整弁の調整機構は、機械式又は電気式とす
ることができる。機械式の場合は、例えば、モータ、又はソレノイドにより調整弁の位置
を制御する構成とすることができる。電気式の場合は、調整弁を電磁式調整弁とすること
ができる。また、サスペンション制御機構は、ソレノイドにて磁性流体粘度を調整する構
成であってもよい。
【００８３】
　サスペンション制御機構は、車両１の制御部からの信号に基づいて、調整弁を制御する
ことができる。サスペンション制御機構は、調整弁の開閉を制御することにより、サスペ
ンション３３、３５の内部の油の流量を調整する。サスペンション制御機構は、流量を少
なくすることで、サスペンション３３、３５の伸縮を抑制することができる。また、サス
ペンション制御機構は、流量を多くすることで、サスペンション３３、３５の伸縮の抑制
を解除することができる。例えば、調整弁を閉じるとサスペンション３３、３５の伸縮が
抑制され、調整弁を開くとサスペンション３３、３５の伸縮の抑制が解除される（伸縮動
作が許容される）。
【００８４】
　なお、サスペンション制御機構の構成は、上記例に限定されない。例えば、右回転防止
機構３４及び左回転防止機構３６に、サスペンション制御機構を付加することもできる。
例えば、図２に示す構成において、回転防止ロッド３４１、３６１が挿入されるガイド筒
３１３ｂ、３２３ｂに、ブレーキシューを設けることができる。ブレーキシューが作動す
ると、回転防止ロッド３４１、３６１に接触して、回転防止ロッド３４１、３６１のガイ
ド筒３１３ｂ、３２３ｂに対する相対移動をロックする。ブレーキシューは、例えば、モ
ータ又は油圧アクチュエータ等のアクチュエータにより作動させることができる。ブレー
キシューのアクチュエータは、例えば、車体フレーム２１に取り付けることができる。サ
スペンション制御機構として用いられるブレーキの構成は、上記例に限られない。例えば
、ブレーキは、キャリパを有する構成や、回転防止機構の伸縮方向とサスペンションの伸
縮方向との平行関係を崩すことでサスペンションの伸縮を制限する構成とすることができ
る。
【００８５】
　サスペンション制御機構は、ロール角制御機構７４のアクチュエータ４２とは、独立し
て設けられる。アクチュエータ４２に加えて、サスペンション３３、３５の伸縮を抑制す
るためのアクチュエータが別途設けられる。このように、サスペンション制御機構の動力
源を、ロール角制御機構７４の動力源と独立して別に設けることができる。これにより、
サスペンション３３、３５の伸縮抑制制御を、ロール角制御に制約を受けずに行うことが
できる。また、ロール角制御を、サスペンション３３、３５の伸縮抑制制御とは独立して
行うことができる。
【００８６】
　＜操舵機構７＞
　図２に示すように、操舵機構７は、ハンドル２３及び操舵力伝達機構６を含む。操舵力
伝達機構６は、ステアリングシャフト６０及びタイロッド６７を含む。図２に示す例では
、ブラケット３１７、３２７及びサスペンション３３、３５も、操舵力伝達機構６に含ま
れる。操舵力伝達機構６は、車体フレーム２１の前部のヘッドパイプ２１１に、ハンドル
２３と一体的に回転可能に支持される。操舵力伝達機構６は、ハンドル２３の回転に応じ
て右車輪３１及び左車輪３２の向きを変える。すなわち、操舵力伝達機構６は、ライダー
がハンドル２３を操作する操舵力を、右ブラケット３１７と左ブラケット３２７を介して
、右車輪３１及び左車輪３２に伝達する。
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【００８７】
　ステアリングシャフト６０の回転軸線Ｚは、車体フレーム２１の上下方向に延びている
。ハンドル２３は、ステアリングシャフト６０の上部に取り付けられている。ステアリン
グシャフト６０は、ライダーによるハンドル２３の操作に応じて、回転軸線Ｚを中心に回
転する。ステアリングシャフト６０は、その一部がヘッドパイプ２１１に回転可能に支持
されている。ステアリングシャフト６０の下部は、左右方向に延びるタイロッド６７に、
中間伝達プレート６１を介して接続される。中間伝達プレート６１は、ステアリングシャ
フト６０に対して相対回転不能である。すなわち、中間伝達プレート６１は、ステアリン
グシャフト６０の延びる方向を中心としてステアリングシャフト６０とともに回転可能で
ある。
【００８８】
　タイロッド６７の右端は、右伝達プレート６２を介して、右ブラケット３１７に接続さ
れる。右伝達プレート６２は、右サイド部材５３の延びる方向を中心として、右サイド部
材５３とともに回転可能である。
【００８９】
　タイロッド６７の左端は、左伝達プレート６３を介して、左ブラケット３２７に接続さ
れる。左伝達プレート６３は、左サイド部材５４の延びる方向を中心として、左サイド部
材５４とともに回転可能である。
【００９０】
　図４は、車両１の前部を車体フレーム２１の上方から見た平面図である。図４において
、車体フレーム２１は直立状態にある。図４を参照する以降の説明は、車体フレーム２１
の直立状態を前提にしている。図４においては、フロントカバー２２１を取り外した状態
を示している。図４において、右サイド部材５３が延びる方向を右中心軸Ｘ、左サイド部
材５４が延びる方向を左中心軸Ｙとする。右中心軸Ｘ及び左中心軸Ｙは、ステアリングシ
ャフト６０の回転軸線Ｚと平行に延びている。
【００９１】
　図４に示すように、中間伝達プレート６１、右伝達プレート６２、左伝達プレート６３
は、それぞれ、タイロッド６７に対して、中間フロントロッド６４１、右フロントロッド
６５１、左フロントロッド６６１を介して接続される。中間フロントロッド６４１、右フ
ロントロッド６５１、左フロントロッド６６１は、車体フレーム２１の前後方向に延び、
この延びる方向を中心として回転可能である。これにより、中間フロントロッド６４１、
右フロントロッド６５１、左フロントロッド６６１は、タイロッド６７に対して、前後方
向に延びる軸を中心として回転可能に接続される。
【００９２】
　中間フロントロッド６４１、右フロントロッド６５１、左フロントロッド６６１は、そ
れぞれ、中間ジョイント６４、右ジョイント６５、左ジョイント６６、を介して、中間伝
達プレート６１、右伝達プレート６２、左伝達プレート６３に接続される。中間フロント
ロッド６４１は、中間伝達プレート６１に対して、回転軸線Ｚと平行な軸を中心として相
対回転可能である。右フロントロッド６５１は、右伝達プレート６２に対して、右中心軸
Ｘと平行な軸を中心として、相対回転可能である。左フロントロッド６６１は、左伝達プ
レート６３に対して、左中心軸Ｙと平行な軸を中心として相対回転可能である。
【００９３】
　図５は、右車輪３１と左車輪３２を右転舵させた状態における車両１の前部を、車体フ
レーム２１の上方から見た平面図である。
【００９４】
　乗員がハンドル２３を操作すると、ステアリングシャフト６０は、回転軸線Ｚを中心に
ヘッドパイプ２１１に対して回転する。図５に示す右転舵の場合、ステアリングシャフト
６０は、矢印Ｇの方向に回転する。ステアリングシャフト６０の回転に伴って、中間伝達
プレート６１は、ヘッドパイプ２１１に対して、回転軸線Ｚを中心に矢印Ｇの方向へ回転
する。



(17) JP 6646681 B2 2020.2.14

10

20

30

40

50

【００９５】
　中間伝達プレート６１の矢印Ｇの方向への回転に伴って、タイロッド６７の中間フロン
トロッド６４１は、中間伝達プレート６１に対して、中間ジョイント６４を中心に矢印Ｇ
と逆方向に回転する。これにより、タイロッド６７は、その姿勢を維持したまま右後方へ
移動する。
【００９６】
　タイロッド６７の右後方への移動に伴って、タイロッド６７の右フロントロッド６５１
と左フロントロッド６６１は、それぞれ右ジョイント６５と左ジョイント６６を中心に矢
印Ｇと逆方向に回転する。これにより、タイロッド６７はその姿勢を維持したまま、右伝
達プレート６２と左伝達プレート６３が、矢印Ｇの方向に回転する。
【００９７】
　右伝達プレート６２が矢印Ｇの方向に回転すると、右伝達プレート６２に対して相対回
転不能である右ブラケット３１７が、右サイド部材５３に対して、右中心軸Ｘを中心に、
矢印Ｇの方向に回転する。
【００９８】
　左伝達プレート６３が矢印Ｇの方向に回転すると、左伝達プレート６３に対して相対回
転不能である左ブラケット３２７が、左サイド部材５４に対して、左中心軸Ｙを中心に、
矢印Ｇの方向に回転する。
【００９９】
　右ブラケット３１７が矢印Ｇの方向に回転すると、右内筒３１６を介して右ブラケット
３１７に接続されている右サスペンション３３が、右サイド部材５３に対して、右中心軸
Ｘを中心に、矢印Ｇの方向に回転する。これにより、右サスペンション３３に支持されて
いる右車輪３１が、右サイド部材５３に対して、右中心軸Ｘを中心に、矢印Ｇの方向に回
転する。
【０１００】
　左ブラケット３２７が矢印Ｇの方向に回転すると、左内筒３２６を介して左ブラケット
３２７に接続されている左サスペンション３５が、左サイド部材５４に対して、左中心軸
Ｙを中心に、矢印Ｇの方向に回転する。これにより、左サスペンション３５に支持されて
いる左車輪３２が、左サイド部材５４に対して、左中心軸Ｙを中心に、矢印Ｇの方向に回
転する。
【０１０１】
　以上説明したように、操舵力伝達機構６は、乗員によるハンドル２３の操作に応じて、
操舵力を右車輪３１と左車輪３２に伝達する。右車輪３１と左車輪３２は、それぞれ右中
心軸Ｘと左中心軸Ｙを中心に、ライダーによるハンドル２３の操作方向に応じた方向に回
転する。
【０１０２】
　＜車両１の傾斜動作＞
　次に図２と図６を参照しつつ、車両１の傾斜動作について説明する。図６は、車体フレ
ーム２１が左方に傾斜した状態における車両１の前部を、車体フレーム２１の前方から見
た正面図である。
【０１０３】
　図２に示すように、車体フレーム２１の直立状態においては、車体フレーム２１の前方
から車両１を見ると、リンク機構５は長方形状をなしている。図６に示すように、車体フ
レーム２１の傾斜状態においては、車体フレーム２１の前方から車両１を見ると、リンク
機構５は平行四辺形状をなしている。リンク機構５の変形と車体フレーム２１の左右方向
への傾斜は連動する。リンク機構５の作動とは、リンク機構５を構成する上アーム５１、
下アーム５２、右サイド部材５３、および左サイド部材５４が、それぞれの支持部Ａ～Ｆ
を通る回転軸線を中心に相対回転し、リンク機構５の形状が変化することを意味している
。
【０１０４】
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　例えば、図６に示すように、ライダーが車両１を左方に傾斜させると、ヘッドパイプ２
１１すなわち車体フレーム２１が鉛直方向に対して左方に傾斜する。車体フレーム２１が
傾斜すると、上アーム５１は、支持部Ａを通る軸線を中心に、車体フレーム２１に対して
ライダーから見て反時計回りに回転する。同様に、下アーム５２は、支持部Ｄを通る軸線
を中心に、反時計回りに回転する。これにより、上アーム５１は、下アーム５２に対して
左方に移動する。
【０１０５】
　上アーム５１の左方への移動に伴い、上アーム５１は、支持部Ｂを通る軸線と支持部Ｃ
を通る軸線を中心に、それぞれ右サイド部材５３と左サイド部材５４に対して反時計回り
に回転する。同様に、下アーム５２は、支持部Ｅを通る軸線と支持部Ｆを通る軸線を中心
に、それぞれ右サイド部材５３と左サイド部材５４に対して反時計回りに回転する。これ
により、右サイド部材５３と左サイド部材５４は、車体フレーム２１と平行な姿勢を保っ
たまま、鉛直方向に対して左方に傾斜する。
【０１０６】
　このとき下アーム５２は、タイロッド６７に対して左方に移動する。下アーム５２の左
方への移動に伴い、タイロッド６７の中間フロントロッド６４１、右フロントロッド６５
１、および左フロントロッド６６１は、タイロッド６７に対して回転する。これにより、
タイロッド６７は、上アーム５１および下アーム５２と平行な姿勢を保つ。
【０１０７】
　右サイド部材５３の左方への傾斜に伴い、右サイド部材５３に右ブラケット３１７及び
右サスペンション３３を介して接続されている右車輪３１が、車体フレーム２１と平行な
姿勢を保ったまま左方に傾斜する。
【０１０８】
　左サイド部材５４の左方への傾斜に伴い、左サイド部材５４に左ブラケット３２７及び
左サスペンション３５を介して接続されている左車輪３２が、車体フレーム２１と平行な
姿勢を保ったまま左方に傾斜する。
【０１０９】
　上記の右車輪３１と左車輪３２の傾斜動作に係る説明は、鉛直方向を基準としている。
車両１の傾斜動作時（リンク機構５の作動時）においては、車体フレーム２１の上下方向
と鉛直上下方向は一致していない。車体フレーム２１の上下方向を基準とした場合、リン
ク機構５の作動時において、右車輪３１と左車輪３２は、車体フレーム２１に対する相対
位置が変化している。換言すると、リンク機構５は、右車輪３１と左車輪３２の車体フレ
ーム２１に対する相対位置を、車体フレーム２１の上下方向に変更することにより、車体
フレーム２１を鉛直方向に対して傾斜させる。
【０１１０】
　＜システム構成＞
　図７は、車両１の制御システムの構成例を示すブロック図である。図７に示す例では、
制御部７１は、車両の状態を示す情報に基づいて、ロール角制御機構７４及びサスペンシ
ョン制御機構７５を制御する。制御部７１は、ロール角制御機構７４及びサスペンション
制御機構７５に無線又は有線で接続される。例えば、制御部７１は、ロール角制御機構７
４の駆動部及びサスペンション制御機構７５の駆動部に制御信号を送信可能に構成される
。また、ロール角制御機構７４の駆動部は、例えば、ロール角制御機構７４のアクチュエ
ータ４２の駆動回路等とすることができる。サスペンション制御機構７５の駆動部は、例
えば、サスペンション制御機構７５のアクチュエータ又は減衰回路等とすることができる
。
【０１１１】
　また、制御部７１は、車両１の状態を検出するセンサと無線又は有線で接続される。制
御部７１は、センサから車両１の状態を示す情報を受け取る。図７に示す例では、スロッ
トルセンサ７７、車速センサ７８、及び姿勢角センサ７９が制御部７１と接続される。
【０１１２】
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　＜センサ＞
　スロットルセンサ７７は、車両１のスロットル開度に応じた信号を制御部７１へ送る。
スロットルセンサ７７は、例えば、車両１のエンジンに取り付けられ、エンジンのスロッ
トルバルブのスロットル開度を検出する。
【０１１３】
　車速センサ７８は、車両１の走行速度に応じた信号を制御部７１へ送る。車速センサ７
８は、車輪の回転速度を検出してもよい。この場合、車速センサ７８は、例えば、前輪３
又は後輪４の車軸、変速機の出力軸等に取り付けられ、車輪の回転速度に応じた信号を制
御部７１に送る。
【０１１４】
　姿勢角センサ７９は、車体フレーム２１のロール角に応じた信号を制御部７１へ送る。
例えば、姿勢角センサ７９は、車体フレーム２１のロール角速度及びロール角を検出する
ジャイロスコープとすることができる。ジャイロスコープは、ロール角に加え、ヨー角、
ピッチ角の角速度又は角度を検出する３軸のジャイロスコープとすることができる。なお
、姿勢角センサ７９は、ジャイロスコープに限られない。例えば、加速度センサ、アーム
５１、５２の車体フレーム２１に対する回転角度、角速度又はトルクを検出するセンサ、
又は、車体フレーム２１に対して吊り下げられた振り子の角度を検出するセンサを、又は
、これらのセンサの少なくとも２つの組み合わせを、姿勢角センサ７９とすることができ
る。
【０１１５】
　なお、制御部７１と接続されるセンサは、上記の例に限られない。例えば、３軸方向の
加速度センサ、３軸周りの角加速度センサ、舵角センサ、ステアリングのトルクセンサ、
エンジンのトルクセンサ、エンジンの回転数センサ、シートの圧力センサ、又は、ブレー
キの操作量を検出するストロークセンサ等からの情報を制御部７１が受け付ける構成とす
ることができる。
【０１１６】
　＜制御部＞
　制御部７１は、判定部７２及び角度制御部７３を含む。判定部７２は、センサ群７７～
７９から取得した車両の状態を示す情報に基づいて、ロール角の制御及びサスペンション
の伸縮の制御を決定する。角度制御部７３は、判定部７２が決定したロール角制御及び姿
勢角センサ７９で検出された車体フレーム２１のロール角に基づいて、ロール角制御機構
を制御する。
【０１１７】
　判定部７２は、センサ群７７～７９の少なくとも１つから取得した車両の状態を示す情
報に基づいて、停止に向けた走行中のロール角制御の要否を判断する。この要否判断には
、停止に向けた走行中のロール角制御の開始又は解除の判断が含まれる。例えば、判定部
７２は、予め決められた車両の状態の条件に基づいて、停止に向けた走行中のロール角制
御の要否を判断することができる。判定部７２は、例えば、車両の状態が、第１の条件を
満たす場合に、停止に向けた走行中のロール角制御を開始すると判断し、第２の条件を満
たす場合にそのロール角制御を解除すると判断することができる。
【０１１８】
　停止に向けた走行中とは、例えば、数秒以内に停止する可能性が高いと判断される走行
状態である。停止に向けた走行中であるか否かは、例えば、車速が所定の閾値を下回るか
否かで判断することができる。判定部７２は、車両１が停止に向けて走行する挙動を示し
た場合に、停止に向けた走行中のロール角制御をすると判断する。そのため、例えば、車
両１が停止しようとして速度が落ちた状態から、再び速度を上げた場合等も、判定部７２
により、停止に向けた走行中のロール角制御をすると判断される場合がある。
【０１１９】
　停止に向けた走行中のロール角制御は、例えば、設定された目標値にロール角が近づく
ようにする制御とすることができる。この場合、目標値は、予め決められた値又は車両状
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態に基づいて決められた値とすることができる。判定部７２は、この目標値を決定するこ
とができる。目標値は、停止に向けた走行中に適したロール角であり、例えば、車体フレ
ーム２１が直立状態（Upright Position）となるロール角とすることができる。
【０１２０】
　なお、停止に向けた走行中のロール角制御は、ロール角が目標値になるよう制御する態
様に限られない。例えば、ロール角が変化する角速度又は角度範囲を抑制する制御等であ
ってもよい。
【０１２１】
　判定部７２は、センサ群７７～７９の少なくとも１つから取得した車両の状態を示す情
報に基づいて、サスペンション３３、３５の伸縮抑制の要否を判断する。この要否判断に
は、サスペンション３３、３５の伸縮抑制の開始又は解除の判断が含まれる。例えば、判
定部７２は、予め決められた車両の状態の条件に基づいて、サスペンション３３、３５の
伸縮抑制の要否を判断することができる。判定部７２は、例えば、車両の状態が、第３の
条件を満たす場合に、サスペンション３３、３５の伸縮抑制を開始すると判断し、第４の
条件を満たす場合にサスペンション３３、３５の伸縮抑制を解除すると判断することがで
きる。
【０１２２】
　サスペンション３３、３５の伸縮抑制は、例えば、サスペンション３３、３５が伸縮し
ないようロックする態様とすることができる。或いは、サスペンション３３、３５の伸縮
しようする力対して抵抗力を付与する態様、又は、そのような抵抗力を増加させる態様と
することもできる。
【０１２３】
　判定部７２は、停止に向けた走行中のロール角制御の期間の少なくとも一部において、
サスペンション３３、３５の伸縮を抑制するよう判断することができる。すなわち、停止
に向けた走行中のロール角制御の期間の少なくとも一部において、サスペンション３３、
３５の伸縮を抑制するように、上記の第１～第４の条件を設定することができる。例えば
、上記の第１の条件と第３の条件を同じにすることで、判定部７２は、停止に向けた走行
中のロール角制御と、サスペンション３３、３５の伸縮の抑制とを同時に開始するよう判
断することができる。或いは、第１の条件と第３の条件を異ならせることで、判定部７２
は、サスペンション３３、３５の伸縮の抑制の開始時と、停止に向けた走行中のロール角
制御の開始時を異ならせることができる。或いは、判定部７２は、停止に向けた走行中の
ロール角制御の開始を、サスペンションの伸縮抑制の開始の条件に含めることもできる。
【０１２４】
　一例として、ロール角制御開始のための第１の条件に車速が閾値Ｔｈ２以下であること
を含め、サスペンション伸縮抑制開始のための第３の条件に、車速が閾値Ｔｈ１以下であ
ることを含めることができる。この場合、制御部７１は、車両１の車速が低速走行領域の
少なくとも一部にある期間であり、かつロール角制御機構７４がロール角制御をしている
期間の少なくとも一部において、サスペンション制御機構７５がサスペンション３３、３
５の伸縮を抑制するよう制御することができる。この制御により、車両１の車速が低速走
行領域の期間に、ロール角制御機構７４によるロール角の制御及び、サスペンション３３
、３５の伸縮抑制が同時に行われる期間が存在することになる。
【０１２５】
　ここで、低速走行領域は、停止状態を除く車両１の全車速域を分割してできる複数の領
域のうち最も車速が低い領域である。すなわち、停止状態を除く車両１の全車速域は、高
速走行領域と低速走行領域に分割できる。低速走行領域は、車速ｖが０より大きく、上限
値ＶＬｕより小さい領域（０＜ｖ＜ＶＬｕ）とすることができる。この場合、高速走行領
域は、車速ｖがＶＬｕ以上であり、車両１の最高速度Ｖｍａｘ以下の領域（ＶＬｕ≦ｖ≦
Ｖｍａｘ）となる。低速走行領域の上限値ＶＬｕは、特定の値に限られず、例えば、車両
の種類に応じて値が設定される。低速走行領域は、例えば、停止に向けた走行中と判断で
きる車速域とすることができる。上記の車速の閾値Ｔｈ１、Ｔｈ２は、いずれも、低速走
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行領域に含まれる。なお、閾値Ｔｈ１と閾値Ｔｈ２は、同じであってもよし、異なってい
てもよい。
【０１２６】
　判定部７２は、停止に向けた走行中のロール角制御を車両の停止後も継続するよう判断
することができる。例えば、車両１が停止しても停止に向けた走行中のロール角制御を解
除しないように、第２の条件を設定することができる。例えば、車速が所定の閾値を超え
ることを、第２の条件に含めることができる。この場合、車両１が停車してその後発進し
、車速が閾値を越えた時に、判定部７２は、停止に向けた走行中のロール角制御を解除す
ると判断することができる。
【０１２７】
　判定部７２は、車両の停止後もサスペンションの伸縮の抑制を継続することができる。
例えば、車両１が停止してもサスペンションの伸縮の抑制を解除しないように、第４の条
件を設定することができる。例えば、車速が所定の閾値を超えることを、第４の条件に含
めることができる。この場合、車両１が停車してその後発進し、車速が閾値を越えた時に
、判定部７２は、サスペンションの伸縮の抑制を解除すると判断することができる。
【０１２８】
　判定部７２は、車両の状態を示す複数のパラメータを用いて、停止に向けた走行中のロ
ール角制御の要否及び、サスペンションの伸縮の抑制の要否を判断することができる。車
両の状態を示す複数のパラメータは、センサ７７～７９から得られる情報を基に決定され
る。判定部７２は、車両の状態を示すパラメータと閾値とを比較することにより、上記判
断をすることができる。この閾値は、第１～第４の条件を示すデータとなる。閾値は、予
め、制御部７１の記録手段（メモリ等）に記録しておくことができる。すなわち、制御部
７１は、第１～第４の条件を示すデータを予め記録しておくことができる。なお、判定部
７２は、閾値を、車両の状態に応じて変更することもできる。
【０１２９】
　停止に向けた走行中のロール角制御の要否判断に用いられるパラメータの組み合わせと
、サスペンションの伸縮の抑制の要否判断に用いられるパラメータの組み合わせは異なっ
ていてもよい。また、停止に向けた走行中のロール角制御の要否判断に用いられる少なく
とも１つのパラメータは、サスペンションの伸縮の抑制の要否判断に用いられるパラメー
タと同じであってもよい。この場合、停止に向けた走行中のロール角制御の要否判断に用
いられるパラメータの閾値と、サスペンションの伸縮の抑制の要否判断において用いられ
る同じパラメータの閾値とを異なっていてもよい。
【０１３０】
　一例として、停止に向けた走行中のロール角制御の開始判断に用いられるパラメータの
組み合わせを、車速、スロットル開度及びロール角とし、サスペンションの伸縮の抑制の
開始判断に用いられるパラメータの組み合わせを、車速のみとすることができる。この場
合、停止に向けた走行中のロール角制御の開始判断に用いられる車速の閾値と、サスペン
ションの伸縮の抑制の開始判断に用いられる車速の閾値とは異なっていてもよい。
【０１３１】
　本例では、判定部７２は、車両の状態を示す情報を各種センサから取得する。判定部７
２は、車両の状態を示す情報を基に、ロール角制御機構７４によるロール角の制御の解除
、及びサスペンション制御機構７５によるサスペンションの伸縮抑制の解除を判断する。
この場合、判定部７２は、車両の状態を示す情報から、ライダーの車両１を走行させる意
志、もしくは、ロール角制御又はサスペンションの動きの抑制を解除する意志の少なくと
も一方に関する情報を得ることができる。
【０１３２】
　判定部７２は、例えば、スロットル、ブレーキ、及び車速の少なくとも１つの情報に基
づいて、ライダーの車両１を走行させる意志を判断することができる。この場合、上記第
２の条件及び第４の条件に、スロットル開度、ブレーキ操作の有無又はブレーキの操作量
、及び車速の少なくとも１つの条件を含める。含める条件は、例えば、センサで検出され
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るスロットル開度、ブレーキ操作、及び車速の少なくとも１つの量又は変化量が閾値を越
えることとすることができる。これにより、ライダーの車両１を走行させる意志を示す情
報に基づいて、ロール角制御又はサスペンションの伸縮抑制の解除の要否を判断すること
ができる。
【０１３３】
　或いは、車両１は、ライダーからロール角制御及び／又はサスペンション伸縮抑制の解
除指令を受け付けるボタン等の操作デバイスを備えてもよい。この場合、判定部７２は、
操作デバイスを介して解除指令の入力を検出する。これにより、ライダーのロール角制御
又はサスペンションの動きの抑制を解除する意志を示す情報を取得することができる。
【０１３４】
　角度制御部７３は、判定部７２が、停止に向けた走行中のロール角制御をすると判断し
た場合、姿勢角センサ７９で検出された車体フレーム２１のロール角に基づいて、アーム
５１、５２の回転の制御を決定する。角度制御部７３は、回転の制御として、回転力の大
きさと向きを決定し、ロール角制御機構７４へ出力する。例えば、角度制御部７３は、ロ
ール角の目標値と、姿勢角センサ７９で検出されたロール角とに基づいて、アーム５１、
５２に付与する回転力の大きさ及び向きを決定することができる。これにより、実際の車
体フレーム２１のロール角を、ロール角制御機構による制御にフィードバックすることが
できる。
【０１３５】
　例えば、角度制御部７３は、ロール角の目標値と、姿勢角センサ７９で検出されたロー
ル角との差を小さくするアーム５１、５２の回転方向を、付与する回転の方向と決定する
ことができる、また、角度制御部７３は、ロール角の目標値と、姿勢角センサ７９で検出
されたロール角との差に応じて、付与する回転力の大きさを決定することができる。なお
、角度制御部７３は、アーム５１、５２の車体フレーム２１に対する回転のトルクの大き
さに応じて、付与する回転力の大きさを決定することもできる。
【０１３６】
　なお、角度制御部７３の制御は、姿勢角センサ７９で検出されたロール角と、ロール角
の目標値との差を小さくする制御に限られない。角度制御部７３は、例えば、車体フレー
ムに対するアームの回転速度又はトルクと、アクチュエータのモータの電流値を用いて、
モータの指令値を決定してもよい。
【０１３７】
　本実施形態において、制御部７１は、車両１の車速を含む車両状態を示す情報を、車両
１に設けられたセンサから取得する。制御部７１は、車両状態に基づいて、車体フレーム
のロール角の制御をするか否か判断する。例えば、制御部７１は、車速が低速走行領域の
少なくとも一部にある場合（例えば、車速ｖが閾値Ｔｈ２以下（ｖ≦Ｔｈ２）の場合）に
、ロール角の制御をすると判断する。制御部７１は、この判断結果に基づいて、ロール角
制御機構７４のアクチュエータに制御信号又は制御データを供給する。アクチュエータは
、制御信号又は制御データに応じて車体フレームに対してアームを回転させる力又は車体
フレームに対するアームの回転に抵抗する力を出力する。
【０１３８】
　また、制御部７１は、車両状態に基づいて、サスペンションの伸縮の抑制をする否かを
判断する。例えば、制御部７１は、車速が低速走行領域の少なくとも一部にある場合（例
えば、車速ｖが閾値Ｔｈ１以下（ｖ≦Ｔｈ１）の場合）に、サスペンションの伸縮の抑制
をすると判断する。制御部７１は、この判断結果に基づいて、サスペンション制御機構７
５に制御信号又は制御データを供給する。サスペンション制御機構７５は、制御信号又は
制御データに応じて、サスペンションの伸縮を抑制する。
【０１３９】
　低速走行領域において、ロール角の制御をすると判断される車速の範囲の少なくとも一
部は、サスペンションの伸縮を抑制すると判断される車速の範囲の少なくとも一部と重な
る。そのため、車両１の車速が、低速走行領域の少なくとも一部となる期間であり、かつ
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、ロール角制御機構７４によるロール角の制御がなされている期間の少なくとも一部にお
いて、サスペンション制御機構７５によるサスペンションの伸縮抑制がなされる。なお、
制御部７１のサスペンション抑制の判断処理は、本例に限られない。例えば、制御部７１
は、車速と、ロール角制御機構によるロール角制御の有無を示す情報に基づいて、サスペ
ンションを制御することができる。
【０１４０】

　制御部７１は、例えば、ＥＣＵ（Electronic Control Unit；電子制御ユニット）で構
成することができる。制御部７１は、プロセッサ及びメモリを備えたコンピュータ、又は
、基板上に形成された回路によって構成することができる。制御部７１をコンピュータで
構成した場合、制御部７１の処理は、例えば、プロセッサがメモリからプログラムを読み
出して実行することにより実現することができる。そのようなプログラム及びプログラム
を記録した非一時的な(non-transitory)記録媒体も、本発明の実施形態に含まれる。　
【０１４１】
　なお、制御部７１の構成は、図７に示す例に限られない。例えば、判定部７２と角度制
御部７３は、それぞれ独立したコンピュータ又は、異なる基板上に形成された回路で構成
することができる。例えば、角度制御部７３は、ロール角制御機構７４の一部に組み込ま
れてもよい。
【０１４２】
　＜動作例＞
　図８は、図７に示す制御部７１によるロール角及びサスペンションの制御の一例を示す
タイミングチャート図である。図８において、横軸は時間を示す。縦軸は、車速又はロー
ル角を示す。線Ｖ１は、車速の時間変化を示し、線Ｒ１は、ロール角の時間変化を示す。
閾値Ｔｈ１は、サスペンション伸縮抑制開始の判断に用いられる車速の閾値（第３の条件
の一例）を表す。閾値Ｔｈ２は、停止に向けた走行中のロール角制御開始の判断に用いら
れる車速の閾値（第１の条件の一例）を表す。閾値Ｔｈ３は、サスペンション伸縮抑制解
除の判断に用いられる車速の閾値（第４の条件の一例）を表す。閾値Ｔｈ４は、停止に向
けた走行中のロール角制御解除の判断に用いられる車速の閾値（第２の条件の一例）を表
す。
【０１４３】
　図８に示す例では、時刻ｔ１で車速が閾値Ｔｈ１を下回ると、判定部７２は、サスペン
ション伸縮抑制開始を決定する。時刻ｔ１において、制御部７１は、サスペンション制御
機構７５に対して、サスペンション伸縮抑制を指示する。サスペンション制御機構７５は
、サスペンションが伸縮しないようロックする。
【０１４４】
　時刻ｔ２において、車速が閾値Ｔｈ２を下回ると、判定部７２は、停止に向けた走行中
のロール角制御開始を決定する。なお、図示しないが、時刻ｔ２において、スロットル開
度及びロール角は、停止に向けた走行中のロール角制御開始の条件（第１の条件）をすで
に満たしているものとする。時刻ｔ２において、制御部７１は、ロール角制御機構７４に
対して、停止に向けた走行中のロール角制御を指示する。この例では、Ｔｈ１＞Ｔｈ２な
ので、サスペンション伸縮抑制の開始後、停止に向けた走行中のロール角制御が開始され
る。
【０１４５】
　判定部７２は、時刻ｔ２におけるロール角Ｒ（ｔ２）を、停止に向けた走行中のロール
角の目標値に設定する。角度制御部７３は、ロール角Ｒ（ｔ２）と、姿勢角センサ７９で
検出されたロール角Ｒｓを比較する。角度制御部７３は、Ｒ（ｔ２）とＲｓの符号（＋か
－か）が同じで、｜Ｒ（ｔ２）｜＜｜Ｒｓ｜であれば、Ｒｓ＝Ｒ（ｔ２）にするようなア
ーム５１、５２の回転力を決定する。なお、ここでは、一例として、ロール角は、車体フ
レーム２１の上下方向が鉛直方向（重力方向）と一致する状態を０度とする。車体フレー
ム２１が鉛直方向に対して右に傾く場合のロール角を正（＋）とし、左に傾く場合のロー
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ル角を負（－）とする。これにより、時刻ｔ２以降は、ロール角がＲ（ｔ２）で保持され
る。
【０１４６】
　本例では、閾値Ｔｈ３＞０であるため、車速が０のとき、停止に向けた走行中のロール
角制御の開始条件（第１の条件）を満たし、その解除条件（第２の条件）は満たしていな
いと判断される。同様に、閾値Ｔｈ４＞０であるため、車速が０のとき、サスペンション
抑制制御の開始条件（第３の条件）を満たし、その解除条件（第４の条件）は満たしてい
ないと判断される。そのため、時刻ｔ３において車両１が停止した後も、停止に向けた走
行中のロール角制御及びサスペンションの伸縮抑制が継続される。
【０１４７】
　図９は、判定部７２が、停止に向けた走行中のロール角制御開始及びサスペンション伸
縮抑制開始の判断をする処理の一例を示すフローチャートである。判定部７２は、車速が
閾値以下か否かを判断する（Ｓ１）。車速が閾値以下の場合、判定部７２は、サスペンシ
ョン伸縮抑制の開始を決定する（Ｓ２）。判定部７２は、スロットル開度、車速、及びロ
ール角がそれぞれ、閾値以内か否かを判断する（Ｓ３～Ｓ５）。スロットル開度、車速、
及びロール角がいずれも閾値以内であれば、判定部７２は、停止に向けた走行中のロール
角制御の開始を決定する（Ｓ６）。判定部７２は、ロール角制御の開始を判断した時のロ
ール角（図８の例ではＲ（ｔ２））を目標値としてメモリに記録する。角度制御部７３は
、車体フレーム２１のロール角を目標値に保持するよう、ロール角制御機構７４に指示を
出す（Ｓ７）。なお、図９に示す処理は、判定部７２が、所定周期で実行することができ
る。
【０１４８】
　再び、図８を参照し、時刻ｔ４において、ライダーが車両１の左右方向の傾きを鉛直方
向（重力方向）に対して０度に近づける操作をしたとする。その場合、制御部７１は、ラ
イダーの操作に応じて、車体フレーム２１のロール角を０度に近づけるように、ロール角
制御機構７４を制御する。これによりロール角は、ライダー操作に応じた分だけ０度に近
くなるよう変化する（時刻ｔ５）。制御部７１は、ライダー操作に応じて変化した後のロ
ール角を、新たな目標値として設定する。これにより、停止に向けた走行中のロール角制
御において、ロール角制御機構は、ライダーの操作による車両１の傾きを直立方向へ近づ
ける動きは許可するようロール角を制御することができる。
【０１４９】
　図１０は、制御部７１が、ロール角の目標値を更新する処理を示すフローチャートであ
る。制御部７１（判定部７２又は角度制御部７３）は、姿勢角センサ７９から取得した車
体フレーム２１のロール角Ｒｓが、設定された目標値（図８に示す例ではＲ（ｔ２））よ
り０度に近いか否かを判定する（Ｓ１１）。例えば、制御部７１は、｜Ｒ（ｔ２）｜＞｜
Ｒｓ｜であるか否かを判定する。Ｓ１１でＹＥＳの場合、制御部７１は、目標値を、姿勢
角センサ７９から取得したロール角Ｒｓに更新する（Ｓ１２）。角度制御部７３は、車体
フレーム２１のロール角を更新された目標値に保持するよう、ロール角制御機構７４に指
示を出す（Ｓ１３）。制御部７１は、停止に向けた走行中のロール角制御の期間において
、図１０の処理を所定間隔で繰り返し実行することができる。
【０１５０】
　再び、図８を参照し、時刻ｔ６において、車両１が発進する。車両１の発進後、時刻ｔ
７において、車速が閾値Ｔｈ４を越えると、判定部７２は、停止に向けた走行中のロール
角制御解除を決定する。時刻ｔ７において、制御部７１は、ロール角制御機構７４に対し
て、停止に向けた走行中のロール角制御解除を指示する。
【０１５１】
　時刻ｔ８において、車速が閾値Ｔｈ３を越えると、判定部７２は、サスペンション抑制
制御解除を決定する。時刻ｔ８において、この例では、Ｔｈ３＞Ｔｈ４なので、停止に向
けた走行中のロール角制御解除後、サスペンション伸縮抑制が解除される。
【０１５２】
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　図１１は、判定部７２が、停止に向けた走行中のロール角制御の解除及びサスペンショ
ン伸縮抑制の解除の判断をする処理の一例を示すフローチャートである。判定部７２は、
スロットル開度、車速及び加速度のうち少なくとも１つが閾値以上か否かを判断する（Ｓ
２１～Ｓ２３）。例えば、車速が閾値（図８の例ではＴｈ３）以上の場合、判定部７２は
、停止に向けた走行中のロール角制御の解除を決定する（Ｓ２４）。また、判定部７２は
、車速が閾値（図８の例ではＴｈ４）以下か否かを判断する（Ｓ２５）。車速が閾値以上
であれば、判定部７２は、サスペンション伸縮抑制の解除を決定する（Ｓ２６）。なお、
図１１に示す例では、停止に向けた走行中のロール角制御の解除条件を満たすと判断され
た場合に、サスペンションの伸縮抑制解除の判断が実行される。そのため、停止に向けた
走行中のロール角制御の解除の後に、サスペンション伸縮抑制の解除が実行される。
【０１５３】
　上記の図８に示す動作例では、停止に向けた走行中のロール角制御の期間（ｔ２～ｔ７
）において、サスペンションの伸縮が抑制される。そのため、停止に向けた走行中のロー
ル角制御の期間において、ロール角制御機構７４によるアーム５１、５２の回転の調整に
対する車体フレームのロール角の応答性が良くなる。そのため、停止に向けた走行におい
て、ロール角制御機構７４により制御される車体フレーム２１のロール角の動きが収束し
やすくなる。その結果、停止に向けた走行時に発生し得る様々な状況に応じて、ロール角
の制御が可能になる。
【０１５４】
　また、車両１が停止に向けて走行中に、サスペンション３３、３５の伸縮が抑制されて
も、車両１のリンク機構５が、右車輪３１及び左車輪３２の車体フレーム２１に対する上
下方向の動きを吸収する。これにより、停止に向けた走行中のサスペンション３３、３５
の伸縮抑制による車体フレームの揺れ増加を抑えることができる。
【０１５５】
　なお、図８に示す例では、停止に向けた走行中のロール角制御の期間（ｔ２～ｔ７）の
全てに渡ってサスペンションの伸縮が抑制されるが、この期間の一部にサスペンションの
伸縮が抑制されてもよい。
【０１５６】
　＜リンク機構の変形例＞
　リンク機構５の構成は、図２に示すパラレログラムリンクに限られない。リンク機構は
、例えば、車体フレームに対して回転するアームとして、ショックタワーを備える構成で
あってもよい。図１２は、ショックタワーを備えるリンク機構の一例を示す図である。図
１２に示す例では、ショックタワー１０２は、車体フレーム１０１に対して、回転軸１０
０を中心に回転可能に取り付けられる。車両１ａは、右サスアーム１０３、左サスアーム
１０４、右サスペンション１０７、及び左サスペンション１０８を含む。右サスアーム１
０３は、一方端が車体フレーム１０１に対して回転可能に接続され、他方端が右車輪１０
５に対して回転可能に接続される。左サスアーム１０４は、一方端が車体フレーム１０１
に対して回転可能に接続され、他方端が左車輪１０６に対して回転可能に接続される。右
サスペンション１０７の一方端が右サスアーム１０３に回転可能に接続され、他方端がシ
ョックタワー１０２に回転可能に接続される。左サスペンション１０８の一方端が左サス
アーム１０４に回転可能に接続され、他方端がショックタワー１０２に回転可能に接続さ
れる。アクチュエータ１０９は、ショックタワー１０２の車体フレーム１０１に対する回
転を調整する。
【０１５７】
　さらに、ショックタワーを設けない構成も可能である。図１３は、ショックタワーを設
けないリンク機構の構成例を示す図である。図１３に示す例では、リンク機構は、車体フ
レーム１１１に対して回転するアームとして、一方端が車体フレーム１１１に対して回転
可能に接続され、他方端が右車輪１１５に対して回転可能に接続された一対の右アーム１
１３ｕ、１１３ｄと、一方端が車体フレーム１１１に対して回転可能に接続され、他方端
が左車輪１１６に対して回転可能に接続される一対の左アーム１１４ｕ、１１４ｄを含む
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。この場合、サスペンション１１７は、一方端が一対の右アームのうち一方のアーム１１
３ｄに回転可能に接続され、他方端が一対の左アームのうち一方のアーム１１４ｄに回転
可能に接続される構成とすることができる。アクチュエータ１１８は、右アーム１１２ｄ
及び左アーム１１４ｄに回転力を付与することで、右アーム１１２ｄの車体フレーム１１
１に対する回転と、左アーム１１４ｄの車体フレーム１１１に対する回転を調整する。図
１３に示す構成においても、サスペンション１１７は、右車輪１１５及び左車輪１１６と
、車体フレーム１１１との間に設けられることになる。
【０１５８】
　図１４は、リンク機構の他の変形例を示す図である。図１４に示すリンク機構は、車体
フレーム１２１と右車輪１２５を接続する一対の右アーム１２３ｄ、１２３ｕと、車体フ
レーム１２１と左車輪１２６を接続する一対の左アーム１２４ｄ、１２４ｕとを有する。
一対の右アームのうち一方の右アーム１２３ｄと、一対の左アームのうち一方の左アーム
１２４ｄの間に、バランサアーム１２２が回転可能に接続される。バランサアーム１２２
は、サスペンション１２７を介して車体フレーム１２１に対して回転可能な状態で懸架さ
れる。アクチュエータ１２８は、バランサアーム１２２に回転力を付与することで、バラ
ンサアーム１２２の車体フレーム１２１に対する回転を調整する。
【０１５９】
　上記例では、リンク機構のアームの回転軸は、車両の前後方向である。この他に、例え
ば、リンク機構のアームの回転軸を車両の左右方向とすることもできる。このような変形
例として、リンク機構は、右車輪を支持する右アームと、左車輪を支持する左アームを含
む。右アーム及び左アームは、車両の前後方向に延びて形成される。右アーム及び左アー
ムは、車両の左右方向の軸に垂直な平面内で回転する。すなわち、右アーム及び左アーム
の車体フレームに対する回転の軸は、車両の左右方向となる。右アームの一端が車体フレ
ームに回転可能に支持される。右アームの他端は、右車輪を、車軸を中心として回転可能
に支持する。左アームの一端は、車体フレームに回転可能に支持される。左アームの他端
は、左車輪を、車軸を中心として回転可能に支持する。この場合、左右傾斜角制御機構は
、右アーム及び左アームの車体フレームに対する回転を調整するアクチュエータを有する
。
【０１６０】
　＜その他の変形例＞
　上記実施形態では、操舵力伝達機構６は、ハンドル２３の回転を右車輪３１と左車輪３
２に伝達する構成である。すなわち、操舵力伝達機構６は、ハンドル２３の回転を前輪に
伝達する構成であるが、操舵力伝達機構６は、ハンドル２３の回転を後輪に伝達する構成
であってもよい。また、上記実施形態では、左右方向に並べて配置された右車輪３１と左
車輪３２が前輪となっているが、右車輪３１及び左車輪３２が後輪となるよう車両１を構
成することもできる。
【０１６１】
　例えば、右車輪３１及び左車輪３２を後輪とした場合、操舵力伝達機構６は、右車輪３
１及び左車輪３２の前方に配置される前輪にハンドルの回転を伝達する構成とすることが
できるし、後輪である右車輪３１及び左車輪３２にハンドルの回転を伝達する構成とする
こともできる。なお、右車輪３１及び左車輪３２の前方又は後方に配置される車輪（上記
例では後輪４）は、１つの車輪に限られず、２つの車輪であってもよい。
【０１６２】
　本発明のリーン車両における左右傾斜角制御機構のアクチュエータは、車体フレームに
対するアームの回転を調整する。このアクチュエータは、アームを車体フレームに対して
回転させる力、或いは、車体フレームに対するアームの回転に抵抗する力の少なくとも一
方を供給する。左右傾斜角制御機構は、例えば、車体フレームに接続される部分と、アー
ムに接続される部分を有し、これらの部分を相対運動させる力を付与するアクチュエータ
を備えた構成とすることができる。
【０１６３】
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　左右傾斜角制御機構が傾斜角制御をしている期間は、アクチュエータの力が車体フレー
ムに対するアームの回転に作用している期間とする。アクチュエータの力は、アームの回
転に抵抗する力として作用する場合もあるし、アームを回転させる力として作用する場合
もある。
【０１６４】
　本発明の実施形態における制御部は、左右傾斜角制御機構による車体フレームの左右方
向の傾斜角制御の実行と、当該傾斜角制御の実行の解除を制御する。左右傾斜角制御機構
によって傾斜角が制御されている状態では、アクチュエータがアームの回転に作用する。
すなわち、車体フレームに対するアームの回転がアクチュエータにより制御される。左右
傾斜角制御機構による傾斜角制御が解除された状態では、アクチュエータがアームの回転
に作用しない。すなわち、車体フレームに対するアームの回転は、アクチュエータから影
響を受けない。
【０１６５】
　上記の実施形態では、制御部は、低速走行領域で、ロール角制御機構にロール角の制御
をさせている。ロール角制御機構（左右傾斜角制御機構）は、低速走行領域以外の領域（
すなわち高速走行領域）において、車体フレームのロール角（左右方向の傾斜）の制御を
行ってもよい。
【０１６６】
　本発明のリーン車両は、左右傾斜角制御機構に加えて、車体フレームを左右方向に傾斜
させないようにするチルトロック機構を備えてもよい。
【０１６７】
　制御部は、ライダーの前記リーン車両を走行させる意志（車両走行意志）又は前記左右
傾斜角制御機構による傾斜角制御を解除する意志（左右傾斜角制御解除意志）の少なくと
も一方に起因する車両状態の変化に応じて、左右傾斜角制御機構による傾斜角の制御を解
除する。制御部は、ライダーの操作を示す信号又はデータ、或いは、車両が備えるセンサ
の信号又はデータを取得することで、車両状態の変化を検出する。制御部は、検出した車
両状態の変化が、ライダーの車両走行意志又は左右傾斜角制御解除意志によるものか否か
を判断する。この判断は、例えば、検出された車両の変化が、予め決められた条件を満た
すか否かにより判断することができる。制御部は、検出した車両状態の変化が、ライダー
の車両走行意志又は左右傾斜角制御解除意志によるものである場合に、左右傾斜角制御機
構による傾斜角の制御を解除する。
【０１６８】
　制御部は、ライダーのリーン車両を走行させる意志（車両走行意志）又は緩衝装置の動
きの抑制を解除する意志（緩衝抑制解除意志）の少なくとも一方に起因する車両状態の変
化に応じて、緩衝装置の動きの抑制を解除する。制御部は、ライダーの操作を示す信号又
はデータ、或いは、車両が備えるセンサの信号又はデータを取得することで、車両状態の
変化を検出する。制御部は、検出した車両状態の変化が、ライダーの車両走行意志又は緩
衝抑制解除意志によるものか否かを判断する。この判断は、例えば、検出された車両の変
化が、予め決められた条件を満たすか否かにより判断することができる。制御部は、検出
された車両状態が、ライダーの車両走行意志又は緩衝抑制解除意志によるものである場合
に、緩衝装置の動きの抑制を解除する。
【０１６９】
　制御部は、ライダーによる緩衝装置の抑制解除指令の入力（例えば、ライダーによるボ
タン、レバー、スイッチ等の操作）を検出することで、緩衝装置の動きの抑制を解除する
意志を示す情報を得ることができる。また、制御部は、ライダーによる左右傾斜角制御の
解除指令の入力（例えば、ライダーによるボタン、レバー、スイッチ等の操作）を検出す
ることで、車体フレームの左右傾斜角制御を解除する意志を示す情報を得ることができる
。
【０１７０】
　制御部は、緩衝制御機構が緩衝装置の動きの抑制する状態と、緩衝制御機構が、緩衝装
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置の動きの抑制を解除する状態とを制御する。緩衝制御機構が緩衝装置の動きを抑制する
状態では、緩衝装置の動きの抑制を解除する状態よりも、緩衝装置の動きが抑制されてい
る。一例として、緩衝装置の動きをロックする状態を、緩衝装置の動きを抑制する状態と
し、緩衝装置の動きのロックを解除する状態を、緩衝装置の動きの抑制が解除された状態
とすることができる。その他、緩衝制御機構は、緩衝装置の動きを抑制する状態では、緩
衝装置の動きの抑制を解除する状態より、緩衝装置の動きの抑制の程度が大きくなる態様
であってもよい。
【０１７１】
　リンク機構は、車体フレームと、前記右車輪および前記左車輪との間に設けられる。こ
れは、車体フレームと右車輪の間の力の伝達経路上、及び、車体フレームと左車輪の力の
伝達経路上にリンク機構があることを意味している。そのため、リンク機構が配置可能な
空間は、車体フレームと右車輪に挟まれる空間および車体フレームと左車輪に挟まれる空
間に限られない。
【０１７２】
　車体フレームは、走行中にリーン車両にかかる応力を受ける部材である。例えば、モノ
コック（応力外皮構造）、セミモノコック、又は、車両部品が応力を受ける部品を兼ねて
いる構造のものも、車体フレームの例に含まれる。例えば、エンジン、エアクリーナ等の
部品が車体フレームの一部となる場合があってもよい。
【０１７３】
　緩衝装置は、前記車体フレームに対する前記右車輪および前記左車輪の動きを緩衝する
。緩衝装置は、車体フレームと、前記右車輪および前記左車輪との間に設けられる。これ
は、車体フレームと右車輪の間の力の伝達経路上、及び、車体フレームと左車輪の力の伝
達経路上に緩衝装置があることを意味している。そのため、緩衝装置が配置可能な空間は
、車体フレームと右車輪に挟まれる空間および車体フレームと左車輪に挟まれる空間に限
られない。
【０１７４】
　緩衝装置は、伸縮することにより、車体フレームに対する右車輪および左車輪の動きを
緩衝する構成に限られない。例えば、緩衝装置は、右車輪又は左車輪を、車軸を中心に回
転可能に支持する一方端と、車体フレームに対して前記車軸と平行な回転軸で回転可能に
支持される他方端とを有する回転部を含む構成とすることができる。この場合、緩衝装置
は、回転部の回転を抑制するダンパ部をさらに備える。例えば、緩衝装置は、回転部の車
体フレームに対する回転を抑えるための油が充填されたオイル室を備える。オイル室は、
車体フレームに固定される。回転部は、回転軸から径方向に延びるベーンを有する。ベー
ンは、オイル室の油の中で回転可能に取り付けられる。緩衝制御機構は、オイル室内の油
のベーンの流動量を制御することで、緩衝装置の動きの抑制及び抑制の解除を行う。
【０１７５】
　上記の実施形態では、低速走行領域において、サスペンションの伸縮抑制が開始された
後に、ロール角制御機構によるロール角の制御が開始される。ロール角の制御が解除され
た後に、サスペンションの伸縮抑制が解除される。ロール角制御機構（左右傾斜角制御機
構）による傾斜角制御のタイミングと、サスペンション制御機構（緩衝制御機構）による
サスペンションの伸縮抑制（緩衝装置の動き抑制）のタイミングは、上記例に限られない
。
【０１７６】
　例えば、車体フレームの左右方向の傾斜角の制御が開始された後に、緩衝装置の動きの
抑制を開始してもよい。また、これらを同時に開始してもよい。また、緩衝装置の動きの
抑制の解除の後に、車体フレームの左右方向の傾斜角の制御を解除してもよい。また、こ
れを同時に解除してもよい。すなわち、車体フレームの傾斜角の制御は、緩衝装置の動き
抑制より遅く始まり、緩衝装置の動き抑制解除より遅く解除されてもよい。又は、車体フ
レームの傾斜角の制御は、緩衝装置の動き抑制より遅く始まり、緩衝装置の動き抑制解除
より早く解除されてもよい。又は、車体フレームの傾斜角の制御は、緩衝装置の動き抑制
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ムの傾斜角の制御は、緩衝装置の動き抑制より早く始まり、緩衝装置の動き抑制解除より
早く解除されてもよい。
【０１７７】
　なお、車体フレームの左右方向の傾斜角の制御の開始前に、緩衝装置の動きの抑制を開
始することで、アクチュエータの力に対する、車体フレームの左右方向の傾斜の動きの応
答性をよくすることができる。その結果、車体フレームの左右方向の傾斜の変動を収束さ
せることができる。
【０１７８】
　上記実施形態では、制御部は、車体フレームのロール角制御（傾斜角制御）及びサスペ
ンションの伸縮抑制（緩衝装置の動き抑制）を、車両の停止前から、車両の停止中にかけ
て継続している。他の制御例として、制御部は、車体フレームの傾斜角制御及び緩衝装置
の動き抑制を、車両の停止時又は停止中に解除してもよい。
【０１７９】
　制御部は、低速走行領域の一部又は全部において、車体フレームの左右方向の傾斜角制
御及び緩衝装置の動き抑制を行う。車両の全車速域（車速＝０は除く）を分割してできる
複数の速度域のうち最も速度が低い速度域が、低速走行領域である。上記実施形態では、
低速走行領域の中でも低速の部分（車速＝０に隣接する速度域）において、ロール角制御
及びサスペンション伸縮抑制が行われる。これに対して、低速走行領域の中で、車速＝０
に隣接しない速度域において、ロール角制御（傾斜角制御）及びサスペンション伸縮抑制
（緩衝装置動き抑制）が行われてもよい。低速走行領域の中で車速＝０に隣接しない速度
域は、低速走行領域の中間部分、又は、低速走行領域の高速の部分（低速走行領域の上限
値を含む部分）である。
【０１８０】
　上記の実施形態では、制御部は、左右方向の車体フレームの傾斜角の目標値を、ライダ
ーのリーン車両に対する入力に応じて更新している。これに対して、目標値は、固定値と
てもよい。例えば、制御部は、リーン車両が低速走行領域で走行中に、車体フレームを直
立状態にするよう、左右傾斜角制御機構を制御してもよい。
【０１８１】
　本発明の図示実施形態を幾つかここに記載した。本発明は、ここに記載した各種の好ま
しい実施形態に限定されるものではない。本発明は、この開示に基づいて当業者によって
認識され得る、均等な要素、修正、削除、組み合わせ（例えば、各種実施形態に跨る特徴
の組み合わせ）、改良及び／又は変更を含むあらゆる実施形態をも包含する。クレームの
限定事項はそのクレームで用いられた用語に基づいて広く解釈されるべきであり、本明細
書あるいは本願のプロセキューション中に記載された実施形態に限定されるべきではない
。そのような実施形態は非排他的であると解釈されるべきである。
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